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1. 序論 

1.1. 本プロジェクトの背景 

ラオス国（以下、「ラ」国と称す。）の電力セクターは、国家の社会経済の発展に重要な

役割を担っており、電源開発や電化率向上のための送配電網整備など多くのプロジェクト

が計画・実施されている。インフラ整備を進めていくにあたり、行政機構や法制度の整備

が必要との認識から、ラ国からの要請に基づき、国際協力機構（JICA1

JICAの支援によって整備された電力技術基準（LEPTS

）は「電力技術基準

整備プロジェクト」（2000 年 5 月～2003 年 4 月）および「電力技術基準促進支援プロジェ

クト」（2005 年 1 月～2008 年 1 月）を通じてラ国への支援を行ってきた。 

2）に基づき、ラ国の電力セクター

の担当行政機関（中央はエネルギー鉱業省（MEM3）電力局（DOE4）、地方は県エネルギー

鉱業局（PDEM5））では、各種電力設備建設計画などの許認可行政手続きを行っている。DOE
では主に水力発電所の建設、送電網整備および都市部の大規模配電網整備に関する審査・

検査を所掌している。PDEMでは、一定規模範囲内の配電網整備や小規模水力発電所整備委

計画の許認可行政手続きを所掌している。また、ラオス電力公社（EDL6

LEPTS整備に伴い、導入段階で理解促進セミナーなどの支援が併せて行われたが、担当行

政機関において、基準の内容のさらなる普及および定着並びに理解を深める必要性が高い

状況にある。特に、今後電力技術基準の適用とその運用における地方行政機構の果たす役

割は大きくなってくるものの、中央における電力行政は能力向上の途上にあることに加え、

地方を強力にけん引する能力が不足している。今後整備が進められる電力インフラを持続

的に維持し、さらに発展させるために中央および地方の電力行政と電力事業管理能力の向

上が求められている。こうした背景から、ラ国政府から日本国政府に対して、LEPTSの運用

能力の向上を踏まえた電力セクター事業管理能力の強化に資する技術協力が要請された。

同要請を受け、先方実施機関とプロジェクト活動および工程を検討するために 2009 年 8 月

および 11 月の 2 回にわたり詳細計画策定調査を実施した。その調査結果を受けて、2010 年

7 月に本プロジェクト実施に係る討議議事録（R/D

）では、LEPTSに
基づく電力設備を担う事業者であるとともに、同公社所有の電力設備の施工などをLEPTS
に基づき管理を行う役割を担っている。 

7）および会議議事録（M/M8

添付資料 I

）が署名さ

れ、2010 年 9 月から 2 年 6 カ月間の予定で協力を実施することになった。署名されたR/D
とM/Mを、  (1)、および添付資料 I(2)にそれぞれ示す。 

                                                        
1 Japan International Cooperation Agency 
2 Lao Electric Power Technical Standard 
3 Ministry of Energy of Mines 
4 Department of Electricity 
5 Provincial Department of Energy and Mines 
6 Electricite du Laos 
7 Record of Discussions 
8 Minutes of Meeting 
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1.2. 本プロジェクトのデザイン 

1）本プロジェクトの目的 

 

2）プロジェクト目標 

 

3）上位目標 

 

4）プロジェクトの成果及びその主要指標 

上位目標：適法な電力供給施設が普及し、電力が安定的に供給される。 

プロジェクトの成果： 
＜成果１＞ DOE の審査および検査業務能力が向上する。 
＜成果２＞ DOE の PDEM に対する監督業務能力が向上する。 
＜成果３＞ パイロット地域として選ばれた地方支部における電力技術基準の理解が向上する。 

プロジェクト目標の指標： 
（ア）電力技術基準に基づく審査および検査のための手引書に基づいた DOE の認可審査数 
（イ）電力技術基準に基づく審査および検査のための手引書に基づいた DOE の実地検査数 
（ウ）電力技術基準に基づく審査および検査のための手引書に基づいた PDEM の認可審査数 
（エ）PDEM から DOE に提出された電気設備報告書数 
（オ）電力技術基準に基づく審査および検査のための手引書に基づいた EDL の内部審査回数 
（カ）EDL から DOE 本部に提出された電気設備報告書数 

上位目標の指標： 
（ア）DOE 認可を受けた電力施設の数 
（イ）計画外停電の回数（プロジェクト開始時と比較して） 

成果１の指標： 
（ア）電力技術基準に基づく審査および検査のための手引書が策定される。 
（イ）審査および実地検査が LEPTS に基づいて実施される。 
（ウ）DOE の規制機能の制度的枠組みの改善。 

成果２の指標： 
（ア）LEPTS トレーナーの能力が向上する。 
（イ）適切な審査および検査の手引書が作成される。 
（ウ）PDEM の検査記録フォーマットが改訂される。 
（エ）事例集が継続的に改訂される。 

成果３の指標： 
（ア）パイロット地域として選ばれた地方で LEPTS セミナーが開催される。 
（イ）セミナー受講者の LEPTS に対する理解度が高まる（テスト、アンケートなど）。 
（ウ）分かりやすく使いやすい事例集が作成される。 
（エ）事例集が継続的に改訂される。 

目的：ラオス国電力技術基準（LEPTS）の運用強化および電力事業の許認可行政能力の向上 

プロジェクト目標：電力セクターにおける規制機能が強化される。 
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5）業務の対象 

「ラ」国全土をプロジェクトの対象とする。 

6）実施機関および受益者 

本プロジェクトの実施機関はラオス側が DOE および PDEM である。 
本プロジェクトの受益者は DOE および EDL である。 

1.3. 活動実績 

本プロジェクトは 2010 年 9 月から 2011 年 12 月を第一年次、2012 年 1 月から 2013 年 3
月を第二年次として約 2 年半の期間行われた。各活動の項目と活動時期（実績）を添付資

料 II に示す。 
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2. プロジェクト開始時の状況 

本章では、プロジェクト開始時におけるLEPTSを取り巻く法律や組織体制、カウンターパ

ート（C/P9

2.1. 電力セクター関係法令及び組織体制 

）の技術レベルや審査検査の状況および人材育成の状況について記載する。 

(1) 技術基準の公布 

ラ国政府は、JICA の「電力技術基準整備プロジェクト」（2000 年 5 月～2003 年 4 月：以

下、「STEP 1」と称す。）の支援を受け、1997 年に施行された電力法第 23 条に基づき、電力

の安定供給、公衆保安、環境保護などを目的として LEPTS を省令として公布した。また 2007
年 5 月には、同じく JICA の技術協力プロジェクト「電力技術基準促進支援プロジェクト」

（2005 年 1 月～2008 年 1 月：以下、「STEP 2」と称す。）の支援を受け、電力技術の指導や、

技術基準に基づく審査・検査に必要な人材を育成した。同プロジェクトではまた、電力技

術基準の運用監理ガイドライン（Guideline on Operating and Managing Lao Electric Power 
Technical Standards：以下、「ガイドライン」と称す。）と、安全（保安）規程（Safety Rules for 
Operation and Maintenance）を作成し、MEM の省令として公布した。  

DOE は LEPTS やガイドライン、検査・審査マニュアルや解説書などの内部マニュアルを

用い、電力設備の審査を行ってきた。しかし、経験や知識の不足による技術面でのスキル

アップとともに、審査や検査体制および技術基準違反に対する罰則規定など、組織制度面

の整備も必要とされていた。 

(2) 電力設備に対する審査・検査体制 

電気事業者は審査・検査の申請をDOEに行い、電力管理部（EPMD10

一方、水力IPPなどの申請窓口はDOEではなく、MEMのエネルギー促進開発局（DEPD

）の電力技術基準規

制ユニット（LEPTS Regulatory Unit：2007 年 9 月に設立）の 8 名が兼業という形で審査・検

査を行う体制と当時なっていた。電力セクターにおける規制（事業免許、料金設定、審査・

検査）と、政策立案・開発促進などの政府機能を分離して、独立機関を創設する動きが全

世界的に進められており、同ユニットのDivisionへの昇格や独立審査機関の創設も検討され

ていた。地方部については、DOEが技術支援をPDEMにすることとなっていたが目立った活

動は無かった。 

11）

が申請窓口であった。DEPDは、覚書（MOU12）やプロジェクト開発契約（PDA13）など独

立系発電事業者（IPP14

                                                        
9 Counterparts 

）との契約や、四半期報告の提出など申請や調査の窓口となってい

10 Electricity Power Management Division 
11 Department of Energy Promotion and Development 
12 Memorandum of Understanding 
13 Project Development Agreement 
14 Independent Power Producer 
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るため、審査・検査の申請もDEPDが受けて、DOEに書類が転送される形であった。また、

水力IPPの事業可能性調査（F/S15

図 2-1
）の技術審査については、DOEの電力セクター計画部（Power 

Sector Planning Division）の職員が行っていたため、 のようにあたかも審査ルートが 2
つあるように見えていた。 

エネルギー促進開発局（DEPD）

電力局（DOE）

電力管理部（Power Management Div.）

電力セクター計画部（Power Sector Planning Div.）

規制ユニット（LEPTS Regulatory Unit） ：審査（検査）担当

エネルギー鉱業省（MEM）

水力IPP

審査・検査案件

小規模・地方案件

県エネルギー鉱業局（PDEM）

：一般的な審査・検査のフロー

：水力IPPでよく見られるフロー

 

図 2-1: 電力設備に対する審査・検査体制 (MEM - PDEM) 

しかし、新たに始められた審査・検査業務について、EPMD では 8 名という少ないメン

バーが兼業で行っていた。出張費用の不足および PDEM の技術・予算不足など解決すべき

問題点が数多くあった。 

2.2. 電力技術基準に基づく審査・検査の役割分担の現状と課題 

(1) 中央と地方の役割分担 

ガイドラインには、中央（DOE）が行うべき審査・検査と県（PDEMや郡エネルギー鉱業

局（DDEM16

 

））で行うべき審査・検査が明確に区別されている場合と、そうでない場合が

ある。下表に技術分野ごとの役割分担を示すが、水力発電以外は電圧別に調査・建設・運

用段階での審査・検査の必要性が記載しているだけで、中央と地方の役割分担は明確であ

るとは言い難い。 

                                                        
15 Feasibility Study 
16 District Department of Energy and Mines 
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表 2-1：ガイドラインに記載されている審査・検査区分と役割分担 

分 野 審査・検査区分（役割分担） 備 考 

水力発電 
2,000kW 以上は MEM（DOE）、100kW 以上の

規模は PDEM、それ未満は DDEM が申請承認

の責任を負う。 

 

送変電 100kV 以上は申請承認ともに必要で、報告義務

も生じる。それ未満は報告書作成のみ。 
 

配電 

変圧器の規模や配電線の延伸距離により設備

を大規模（Big）、中規模（Medium）、小規模

（Small）に分類し、それぞれの規模で申請承

認の必要性を記載。 

中央と地方の役割明記せ

ず 

（出典：ガイドライン） 

(2) DOEとEDLの役割分担 

EDLは、100%政府出資でMEM傘下にある国営企業であり、ラオス国内の主要な系統にお

いて、発電（その後EDL-Gen17

2.3. LEPTSにおける個別技術分野の現状と課題 

として民営化）・送電・配電業務を一貫して行っていた。EDL
は、STEP 1、STEP2 においてもLEPTS・ガイドライン・保安規程の作成に技術者を参加さ

せるとともに、LEPTSトレーナー試験に多くの合格者を排出（STEP2 終了時までに合格し

た 23 名のうち、14 名がEDLの技術者）するなど、常に重要な役割を演じてきた。また、EDL
のトレーニングセンターではSTEP2 終了後もEDLの支店や水力発電所の職員を招集して、

LEPTSのトレーニングを実施している。その一方で、EDLは電気事業者として電力法および

電力技術基準を遵守する責務を負っている。 

(1) 水力土木・水力発電設備 

i) 
水力発電については IPP による民間の開発が主に推進されている。このため、審査・検査

の対象となる大規模プロジェクトの多くが、海外の事業者が行う IPP プロジェクトである。

これらの IPP プロジェクトは高さ 100m 級のダムを含む 100MW 以上の大型プロジェクトが

多く、ダムの安定や洪水制御など公衆保安に関係する重要構造物を含む。

審査・検査対象プロジェクト 

表 2-2 に、「ラ」

国で当時調査中・建設中であった主な水力 IPP リストを示す。本プロジェクト実施期間に工

事が行われるのは、Theun-Hinbun 水力増設など数か所であると想定されていた。 

 

 

                                                        
17 EDL Generation Public Company 
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表 2-2: 主な進行中の水力 IPP プロジェクト(2010 年 8 月当時) 

プロジェクト名 出力 
（MW） 県 事業者 完成 

(予定)年 現況 

Theun-Hinboun 
Expansion  280  Bolikhamxay EDL 60%  

Nordic GP 20%, etc.  2012 Inspection of dam 
foundation completed  

Nam Ngum 2  615  Vientiane  EDL 25%  
C.Kanchang28.5%, etc.  2010 Under test filling  

Nam Ngum 5  120  Luangprabang EDL 15%, Sinohydro 85%  2012  
Xekaman 3  250  Sekong EDL 15%, VLP 85%  2010  
Nam Mouan 133  Bolikhamxay Chubu Electric － MOU signed 

Nam Ngiep 1 262.9+ 
19.6 Bolikhamxay Kansai Electric 45%  

EGATi 30%, LHSE 25%  2018 PDA signed 

Xe Katam 61.6  Champasak Kansai Electric 2015 PDA signed 
出典：DEPDホームページ18

ii) 

およびDOEからの聞き取りからコンサルタント作成 

LEPTSに基づく水力発電の審査・検査は概ね

水力発電の技術に関する状況と課題 
図 2-2のように行われる。 

 

F/S審査 D/D審査 岩盤検査 湛水前検査 完成検査

建設前 工事中 湛水・試験後

定期報告

運転開始後

重大事故報告

 

図 2-2：水力発電に関する審査・検査フロー 

（出典：ガイドライン） 

建設前にはF/S審査と詳細設計（D/D19

(2) 送変電 

）審査の 2 段階の審査が行われる。前者は、発電計

画や基本的な構造物の設計をもとにプロジェクトの事業性を評価するもので、後者は実施

が決定されたプロジェクトの詳細な技術設計である。また、工事中の岩盤検査や湛水前検

査など多岐にわたる項目の検査が必要であるため、知識や実務経験が不足している検査官

でもおこなえる、必要最小限の審査・検査手法を検討しなければならなかった。 

i) 
表 2-3 に当時「ラ」国で建設中および運転開始をした主要な送変電プロジェクトの一覧を

示す。Nam Ngum 2 発電所の電力をタイ国に送電する Nag Ngum 2-Nabong-Udon 3 送電線が

2010 年に完成を迎えるほか、円借款の 115kV Pakxan-Thakhek-Pakbo 送電線建設プロジェク

トが 2011 年に完成を迎える予定であった。その他数件が本プロジェクト期間中に完成を迎

える予定であった。 

審査・検査対象プロジェクト 

                                                        
18 http://www.poweringprogress.org//download//Electric_Power_Plants_in_Laos_May_2010.pdf 
19 Detailed Design 
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表 2-3: 主要送変電プロジェクト 

プロジェクト名 概要 完成 
(予定)年 

Pakxan -Thakhek - Pakbo 115kV送電線2回線、3変電所増強 2011 
Xeset1 - Saravan  115kV送電線2回線、1変電所新設 115/22kV変圧器2台 (2011) 
Ban Hat - SteungTreng 
(Cambodia) 115kV送電線2回線、1変電所(ラオス側)増強 (2011) 

Nam Ngum 2 - Nabong 230kV 送電線 2 回線 2010 
Nabong – Udon 3 (Thai)  500kV 送電線 2 回線（230kV 運用） 2010 
Xeset 2 - Paxong 115kV送電線2回線、1変電所新設 2009 
Nam Theun2 -Roi Et 
(Thai)  500kV送電線 2回線、1変電所(ラオス側)新設 2009 

ii) 
LEPTS に基づく送変電の審査・検査は概ね

送変電技術の状況と課題 
図 2-3 のように行われる。 

D/D審査 完成検査
（使用前検査）

建設前 工事中

定期報告

運転開始後

重大事故報告

 

図 2-3：送変電に関する審査・検査フロー 

「ラ」国は未だ系統が脆弱であり、一つの事故が即供給支障をもたらす可能性が高い。

また今後は、国際連系線などにおいて超高圧（230 - 500kV）の設備が増加してくると見ら

れていた。 

(3) 配電 

i) 
配電のプロジェクトについては、地方電化のための配電網整備、電源開発に付随する配

電網整備等が今も多く進められている。LEPTS に基づく配電の審査・検査は送変電と同じ

ようなフローで行われる。 

審査・検査対象プロジェクト 

ii) 
配電網整備は、地方電化をはじめ「ラ」国全域で広く実施されるため、DOE のみならず

地方部を管轄する PDEM に対する技術レベルの向上が重要とされていた。一方 PDEM は、

要員数が少ないことや必要な知識が不足していることから組織体制が脆弱であり、DOE 職

員が地方に出張して現地調査等を実施している実態が当時の状況であり、DOE および

PDEM 両者に対する配電網整備における必要最小限の審査・検査手法を検討する必要があ

った。 

配電技術の現状と課題 

また、配電網整備事業は、事業数が極めて多いため現状の DOE および PDEM の要員数で
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はすべての審査・検査を実施することは困難であることが想定されていたため、現状の審

査・検査における不適合事例を分析し、現行の工事規模に応じた審査・検査体制の見直し

や、抽出検査の導入等により審査・検査に係る業務の軽減について検討する必要があった。 

2.4. 電力技術基準における人材育成の現状と課題 

(1) マニュアル類の整備状況 

法制化された LEPTS・ガイドライン・保安規程以外にも技術協力成果品として、審査マ

ニュアル（Examination Manual）、検査マニュアル（Inspection Manual）、解説書（Explanation 
for Lao Electric Power Technical Standards）などが整備され、これらは DOE が行う審査・検査

のための内部技術資料として活用されていた（表 2-4 参照）。 

表 2-4: ラオスの技術基準関連マニュアル類一覧 

名 称 言 語 適用 

The Lao Electric Power Technical Standard（電力技術基準） 英語及び 
ラオス語 省令 

Guideline on Operating and Managing Lao Electric Power Technical 
Standards and Safety Rules for Operation and Maintenance 
（運用管理ガイドライン・保安規程） 

英語及び 
ラオス語 省令 

Examination Manual（審査マニュアル） 英語及び 
ラオス語 内規 

Inspection Manual（検査マニュアル） 英語及び 
ラオス語 内規 

Explanation for Lao Electric Power Technical Standards（解説書） 英語 内規 

Glossary for Terminology（用語集） 英語及び 
ラオス語 内規 

マニュアル類の基本は整備されていたが、JICA の計画策定調査報告書に示されているよ

うに、F/S や D/D の審査・検査の過程で、ポイントを押さえたものとなっているのか自信が

持てないという DOE からのコメントがあっため、これらマニュアル類の問題点や使い易さ

について確認する必要があった。 

(2) EDLによるLEPTSに係る研修 

STEP 2 以来、EDLトレーニングセンター（EDL-TC20

                                                        
20 EDL Training Center 

）はEDLおよびIPPの新任技術者に対

しLETPSの基礎的なトレーニングコースを提供している。典型的な訓練コースは 12～15 名

の参加者に対して年間 3～7 回の研修コースを実施し、水力工学、建設、発電、送電、変電

および配電に関する講義を実施している。これまで、約 500 名の受講者が受講しておりラ

オス側の自主的な取組として一定の成果をあげている。センターによると、一般の技術的

なテーマの研修において、LEPTSの技術的な内容を包含していることから、上級向けの

LEPTS研修コースは単独で実施していない。 
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STEP 2 終了までに、DOE と EDL 所属の技術者 23 名が訓練を受け、LEPTS 講師としての

認定を受けた。しかしながら、現在 EDL-TC で実施されている LEPTS 研修の講師のほとん

どに、現場経験が不足していることが明らかになっている。この状況は LEPTS 研修には、

現場の知見が欠かせないことを考えると、同研修実施上の障害の一つと考えられる。 
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3. 配属機関の状況 

R/D に規定されている通り、MEM の

DOE がプロジェクト開始当時のカウン

ターパート組織であった。DOE 局長がプ

ロジェクトディレクターとして、DOE の

EPMDの部長がプロジェクト管理者とし

て任命された。 

DOEは、以前は産業工芸省(MIH21

2011 年の終わりから 2012 年の初めに

かけて、MEMの組織改編が

)の元

で、また 2005 年からはMEMの元で、2006
年に民間の電力開発を促進するための

電力部門の調整組織としてDEPDが

MEMの元に設立されるまで、ラオスで電

力セクターの管理を唯一担当してきて

いた。 

図 3-1 に示

す通り行われ、DOE傘下の 5 つの技術部

門は、図 3-2 に示す通り、2 つのdivision
と 1 つのinstituteに再編された。新組織体

制は 2012 年 2 月の割り当て後に始動し、

2012 年 5 月にエネルギー政策計画局

（DEPP22）、エネルギー管理局（DEM23）

および再生可能エネルギー促進研究所（IREP24）の業務分掌が省令として規定された。MEM
の再編とともに、Viraphone DOE局長はMEM副大臣に昇進し、EDLのManaging Directorの
Khammany氏がMEMの副大臣に任命された。Khammany氏はIPSM25

                                                        
21 Ministry of Industry and Handicraft 

のプロジェクトディレク

ターの後継者として、DEMを担当している。 

22 Department of Energy Policy and Planning 
23 Department of Energy Management 
24 Institute for Renewable Energy and Promotion 
25 Project for Improvement of Power Sector Management 

Cabinet Office

Department of Inspection

Department of Personnel

Department of Mining

Department of Electricity

Department of Energy 
Promotion and Development

Department of Geological 
Survey

Cabinet Office

Department of Inspection

Department of Personnel

Department of Mining

Department of Energy 
Policy and Planning

Department of Energy 
Business

Department of Energy 
Management

Institute of Renewable 
Energy and Promotion

Ministry of Natural 
Resources and 

Environment (MNRE)

MEM MEM

 
(Before) (After) 

図 3-1: MEM 組織改編 
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Executive Planning Div.

Hydro Development Div.

Social and Environmental 
Management Div.

Rural Electrification Div.

Electric Power Management Div.

Department of Energy Policy 
and Planning (DEPP)

Institute of Renewable Energy 
and Promotion (IREP)

Department of Energy 
Management (DEM)

Department of Electricity

 

図 3-2: DOE 組織改編 

このように、カウンターパートの組織は MEM 再編により変更された。 

(1) 電力局（DOE）電力管理部（E PMD）（2010年10月～2012年4月） 

本プロジェクト開始時のカウンターパートは、プロジェクトの開始（2010 年 10 月）から

2012 年 4 月まで、ラオス国エネルギー鉱業省（MEM）電力局（DOE）電力管理部（EPMD）

であった。EPMD は Mr. Bouathep MALAYKHAM 部長以下 10 名の体制で、 

i) 電力関連法令（電力法、省令等）の起案 
ii) （民間）事業者へのライセンスの付与・管理 
iii) LEPTSに基づいた電力設備の審査・検査の実施（Regulatory Unit） 
iv) 省エネルギーの普及・推進. 

の 4 業務を主要分掌としている。 

表 3-1: 電力管理部（EPMD）要員（2011 年 11 月現在） 

氏 名 担 当 

1. Mr. Bouathep MALAYKHAM Director of Division 
2. Mr. Houmphanh VONGPHACHAN Deputy Director (IPSM Project Manager) 
3. Mr. Veingsay CHANTHA Substations, Hydropower Electrical Engineering, (Civil 

Engineering) 
4. Mr. Thammanoune NAKHAVITH Distribution Lines, Private Company 
5. Ms. Santisouk PHIMPHACHANH Ministerial Decree, Transmission Lines 
6. Dr. Xayphone BOUNSOU Ministerial Decree, Transmission Lines, Nuclear Power, 

(Civil Engineering) 
7. Dr. Phoukhong SENGVILAY Civil Engineering 
8. Mr. Phouxay VIENGVIXAY Distribution Lines, Private Company 
9. Mr. Va YATHOTU Hydropower Electrical Engineering, Substation 

10. Mr. Lair PHIMPHISAME Distribution Lines, Civil Engineering 

(2) エネルギー管理局（DEM）（2012年5月～2013年3月） 

昨年来検討されてきた MEM 再編の結果、カウンターパート機関である電力局（DOE）電

力管理部（EPMD）は部（Division）から局（Department）に昇格し、エネルギー管理局（DEM）
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となった。 

添付資料 III に示す通り、エネルギー管理局は Administration Division（管理局）、Power 
Export Projects Management Division（PEPMD：輸出用 IPP プロジェクト管理局）、State-Owned 
Enterprises Management Division（SOEMD：国有企業管理局）および Energy Enterprises 
Management Division（EEMD：民間企業管理局）の 4 つの Division から構成されている。 

部 電力セクター規制における権限 
PEMPD 輸出用 IPP プロジェクト  
SOEMD EDL や ECI といった国内供給用や国営企業の IPP プロジェクト 
EEMD 民間企業や配電プロジェクトの認可 
DEM が設置されて以降、10 人の技術者が新たに 3 つの DEM の技術系 division に任命さ

れた。総局長、副総局長以下、DEM の技術系要員を表 3-2 に示す。 

表 3-2: エネルギー管理局（DEM）要員（2012 年 11 月現在） 

氏 名 担 当 

1. Mr. Sisoukane SAYARATH Director General, DEM 
2. Mr. Bouathep MALAYKHAM Deputy Director General, DEM 
3. Mr. Bounsy DETHAVONG Deputy Director General, DEM 
4. Mr. Houmphanh VONGPHACHAN Director, PEPMD, IPSM Project Manager, Substation 
5. Mr. Veingsay CHANTHA Acting Director, SOEMD 
6. Mr. Thammanoune NAKHAVITH Acting Director, EEMD 
7. Dr. Phoukhong SENGVILAY Deputy Chief, PEPMD, Civil Engineering 
8. Mr. Phouxay VIENGVIXAY PEPMD, Transmission Lines 
9. Mr. Va YATHOTU PEPMD, Hydropower Electrical Eng. 

10. Mr. Lair PHIMPHISAME SOEMD, Distribution Lines/Civil Eng. 
(1) Mr. Minist SYLTTANAYONG SOEMD, Transmission Lines 
(2) Mr. Oudomsine KHAMSISOPHA EEMD, Private Company 
(3) Mr. Sengphet KHOUNVISITH EEMD, Distribution Lines 
(4) Mr. Soulisack LOUNTHALANGSY EEMD, Distribution Lines 
(5) Ms. Khonesavanh SAKOUNKHOU EEMD, Energy Efficiency 
(6) Mr. Kila KHONGSOMBOUN PEPMD, Substations 
(7) Mr. Vannaphone VANNOUVONG PEPMD, Transmission Lines 
(8) Mr. Southaphone SOUNDARA SOEMD, Transmission Lines 
(9) Mr. Sonephuang LAWBOUNHOM SOEMD, Substations 

(10) Mr. Hagla SAYSANASONGKHAM SOEMD, Substations 
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4. 投入実績 

討議議事録（R/D）および会議議事録（M/M）に記載の通り、ラオス側および日本側から

プロジェクト実施に必要な物品が提供された。 

ラオス側は、3 章で詳細に述べられているように、カウンターパートとしてプロジェクト

ディレクター及びプロジェクト管理者を含む技術要員を任命するとともに、事務所、電気、

空調、水道等を含むプロジェクトを実施する上で必要なものを提供した。 

日本側からは、5 章で記載の通り、水力土木、水力発電設備、配電、送電、変電および研

修強化の分野において専門家を派遣し、10 章で記載の通り、パソコン、プリンター、計測

器等を提供した。また、11 章で述べられているように、レンタカー費、事務用消耗品等プ

ロジェクトを実施する上で必要な現地活動費を負担した。 
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5. 専門家の派遣実績 

現地業務に従事した専門家及び派遣期間は以下のとおりである 

担 当 氏 名 期 間 
現地業務従事期間 移動期間含む 

総括／水力土木 1 

三浦 雅彦 

2010.10.25～2010.11.24 2010.10.24～2010.11.25 
2010.12.9～2010.12.21 2010.12.8～2010.12.22 
2011.1.18～2011.3.22 2011.1.17～2011.3.23 
2011.5.6～2011.6.4 2011.5.5～2011.6.5 

中西 浩和 

2011.9.26～2011.10.22 2011.9.25～2011.10.23 
2011.11.7～2011.11.30 2011.11.6～2011.12.1 
2012.2.9～2012.3.7 2012.2.8～2012.3.8 
2012.4.20～2012.5.1 2012.4.19～2012.5.2 
2012.5.31～2012.6.22 2012.5.30～2012.6.23 
2012.8.16～2012.8.28 2012.8.15～2012.8.29 
2012.11.22～2012.12.19 2012.11.21～2012.12.20 
2013.1.18～2013.1.30 2013.1.17～2013.1.31 
2013.2.27～2013.3.16 2013.2.26～2013.3.17 

副総括／水力土

木 2／ 
組織制度 

川上 康博 

2010.10.25～2010.11.9 2010.10.24～2010.11.10 
2010.12.7～2010.12.21 2010.12.6～2010.12.22 
2011.2.14～2011.3.3 2011.2.13～2011.3.4 
2011.5.24～2011.6.25 2011.5.23～2011.6.26 
2011.7.18～2011.7.29 2011.7.17～2011.7.30 
2011.9.16～2011.9.29 2011.9.15～2011.9.30 
2011.10.31～2011.11.12 2011.10.30～2011.11.13 
2012.1.17～2012.1.26 2012.1.16～2012.1.27 
2012.5.14～2012.5.26 2012.5.13～2012.5.27 
2012.10. 9～2012.10.24 2012.10. 8～2012.10.25 
2013.2.8～2013.2.22 2013.2.8～2013.2.23 

水力発電設備 

藤田 博文 

2010.11.1～2010.11.19 2010.10.31～2010.11.20 
2010.12.3～2010.12.21 2010.12.2～2010.12.22 
2011.2.4～2011.2.26 2011.2.3～2011.2.27 
2011.5. 26～2011.6.16 2011.5. 25～2011.6.17 
2011.8.5～2011.8.25 2011.8.4～2011.8.26 
2012.4.20～2012.5.1 2012.4.19～2012.5.2 

木下 浩一 

2011.2.18～2011.3.4 2011.2.17～2011.3.5 
2011.5.9～2011.5.27 2011.5.8～2011.5.28 
2011.6.27～2011.7.15 2011.6.26～2011.7.16 
2011.11.1～2011.11.22 2011.10.31～2011.11.23 
2012.2.14～2012.3.8 2012.2.13～2012.3.9 
2012.10.10～2012.10.30 2012.10. 9～2012.10.31 
2013.2.22～2013.3.14 2013.2.21～2013.3.15 

西尾 彬 2012.4.20～2012.5.1 2012.4.19～2012.5.2 
2012.5.22～2012.6.22 2012.5.21～2012.6.23 

配電 1 福永 竜己 2010.11.22～2010.12.9 2010.11.20～2010.12.10 
2011.2.23～2011.3.13 2011.2.22～2011.3.14 
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担 当 氏 名 期 間 
現地業務従事期間 移動期間含む 

2011.6.3～2011.6.15 2011.6.2～2011.6.16 

式町 浩二 

2012.2.28～2012.3.17 2012.2.27～2012.3.18 
2012.6.19～2012.7.7 2012.6.18～2012.7.8 
2012.9.20～2012.10.11 2012.9.19～2012.10.12 
2013.1.15～2013.2.5 2013.1.14～2013.2.6 

配電 2 和田 英樹 

2010.11.29～2010.12.16 2010.11.27～2010.12.17 
2011.2.7～2011.2.26 2011.2.6～2011.2.27 
2011.5.16～2011.6.4 2011.5.15～2011.6.5 
2011.11.10～2011.12.2 2011.11.9～2011.12.3 
2012.2.14～2012.3.2 2012.2.13～2012.3.3 
2012.5.11～2012.6.2 2012.5.10～2012.6.3 
2012.10.10～2012.10.31 2012.10. 9～2012.11.1 

送電 

丸岡 義郎 

2010.11.2～2010.11.23 2010.11.1～2010.11.24 
2011.1.18～2011.2.8 2011.1.17～2011.2.9 
2011.5.26～2011.6.16 2011.5.25～2011.6.17 
2011.9.22～2011.10.13 2011.9.21～2011.10.14 
2012.1.31～2012.2.11 2012.1.30～2012.2.12 

藤原 宏昭 
2012.2.6～2012.2.17 2012.2.5～2012.2.18 
2012.5.22～2012.6.12 2012.5.21～2012.6.13 
2013.2.26～2013.3.16 2013.2.25～2013.3.17 

変電 

中居 賢男 
2010.11.22～2010.12.12 2010.11.20～2010.12.13 
2011.2.18～2011.3.11 2011.2.17～2011.3.12 
2011.6.10～2011.7.1 2011.6.9～2011.7.2 

高橋 健太 

2011.11.8～2011.11.29 2011.11.7～2011.11.30 
2012.2.9～2012.3.1 2012.2.8～2012.3.2 
2012. 5.17～2012.6.7 2012. 5.16～2012.6.8 
2013.1.18～2013.2.5 2013.1.17～2013.2.6 

研修強化 1 および

2 
小野澤 雅人 

2010.10.25～2010.11.14 2010.10.24～2010.11.15 
2010.11.29～2010.12.21 2010.11.28～2010.12.22 
2011.2.10～2011.2.25 2011.2.9～2011.2.26 
2011.5.2～2011.6.4 2011.5.1～2011.6.5 
2011.7.11～2011.7.29 2011.7.10～2011.7.30 
2011.10.24～2011.12.2 2011.10.23～2011.12.3 
2012.2.2～2012.3.6 2012.2.1～2012.3.7 
2012. 5.7～2012.6.3 2012. 5.6～2012.6.4 
2012. 6.29～2012.7.6 2012. 6.28～2012.7.7 
2012. 10.15～2012.11.16 2012. 10.14～2012.11.17 
2013.1.18～2013.2.23 2013.1.17 ～2013.2.24 

業務調整／水力

土木補助 

澤井 洋介 
2010.10.25～2010.11.12 2010.10.24～2010.11.13 
2011.1.24～2011.2.5 2011.1.23～2011.2.6 
2011.5.9～2011.5.27 2011.5.8～2011.5.28 

織田 晃治 

2011.11.1～2011.11.16 2011.10.31～2011.11.17 
2012.1.19～2012.2.3 2012.1.18～2012.2.4 
2012.5.21～2012.6.15 2012.5.21～2012.6.16 
2012.11.20～2012.12.11 2012.11.19～2012.12.11 
2013.1.15～2013.2.9 2013.1.14～2013.2.10 
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6. 活動結果 

JICAとラオス政府間で 2010 年 7 月 16 日に交わされた討議議事録およびプロジェクトデ

ザインマトリックス（PDM26）に基づき、電力設備の審査・検査能力強化のため、専門家支

援の元、プロジェクトの個々の活動が行われた。活動結果については、JICAにより指示さ

れたPDMおよび仕様書（TOR27 添付資料 IV）により、項目ごとに本章に記載する。 (1)に活

動状況写真を示す。 

6.1. ワークプランの作成とプロジェクト実施体制の構築 

(1) 第一年次（2010年10月～2011年12月の15ヶ月間） 

日本で作成したワークプラン（案）について、第 1 回の合同調整委員会（JCC28

その中で、本プロジェクトへの EDL の役割が議論となった。本プロジェクトは、DOE（規

制側）の審査・検査能力向上を主目的としているので、STEP 1、2 とは異なり EDL と共に

活動を行うのではなく、現場での研修への参加や EDL トレーニングセンターの活用といっ

た面での協力体制を築くといった方向で合意し、JCC に諮ることとした。 

）までに、

業務の実施体制や方針、進め方などについてC/Pと 3 回の協議を行った。特に、1 回目の 2010
年 10 月 26 日は橋本専門家にも参加いただき、これまでの経験に基づく助言を頂いた。 

(2) 第二年次（2012年1月～2013年3月の15ヶ月間） 

第二年次活動開始に際して、ワークプラン（第二年次）案を作成し、2012 年 1 月 19 日お

よび 26 日に C/P と協議を行った。その結果は以下のとおりである。 

• 2012 年 2 月に予定していた Savannakhet での LEPTS 理解促進セミナーは延期すること

とし、PDEM のキャパシティ・ニーズの確認および研修資料・カリキュラム作成後の 5
月とする。 

• 電力規制ロードマップについては、”Guidance”という名前に変更することとし（将来ロ

ードマップになるという意）、専門家が中心となって作成する。 

• 書類審査の技術レベルについては、最低限形式審査（レベル 1）と予備審査（レベル 2）
までの達成を目的とし、それ以上は C/P の技術的理解に基づき進めることとした。 

• ガイドライン でD/Dと呼んでいる設計関係の図書の審査は、Form 2 の表（基本諸元）

とAttached Documents（基本的な設計計算書と図面）を対象に行う。これを暫定的に基

本設計（B/D29

• 当面の課題として審査・検査のフローおよび事業者に提出させる資料を早急にまとめ、

）と称する。 

                                                        
26 Project Design Matrix 
27 Terms of Reference 
28 Joint Coordinating Committee 
29 Basic Design 
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MEM内でオーソライズし、これをIPP事業者と結ぶPDAや利権協定（CA30

以上の議論に基づきワークプラン（第二年次）を修正し、最終版を 2012 年 3 月 16 日に

提出した。 

）に添付する。 

6.2. レビューレポートの作成と改善への具体的提言 

(1) レビューレポートの作成 

カウンターパートへの聞き取り、現場調査、審査報告会への参加や業務分析に関する小

ワークショップ等を通じて、レビューレポートのドラフトを 2010 年 12 月に作成した。こ

れに実地訓練（OJT31

レビューレポートでは、ガイドライン改訂につながる効果的な審査検査手続きに加え、

LEPTS 条文の技術概念を関係する計算手法とともに理解することの必要性を強く指摘した。

PDEM からも小水力や配電の LEPTS で規定する手続きや現場検査手法のニーズがある点も

記載した。 

）やLEPTS理解促進プレセミナー等の情報を加え、2011 年 3 月にレビ

ューレポート最終版をDOEに提出した。 

(2) 改善への具体的提言 

2011 年 3 月のレビューレポートにおいて、プロジェクトの目標到達に向け重要とされる 5
つの課題が提案され、プロジェクトはこれらを考慮に入れながら進められた。本節ではレ

ビューレポートに記載されたその課題に対する現状を示す。 

i) 

2011 年 3 月当時、DEPD は事業者が

申請書類や定期報告書を提出する際

の窓口となる部署であった。提出され

る報告書は財務、環境、技術事項を含

んでいるが、DOE 内部では FS の審査

部と DD の審査部が異なっていたこと

もあり、書類のハンドリングがうまく

いかず、DOE の規制機関としての位置

付けが事業者から見ても分かりにく

かった。そこで

開発事業者へのLEPTS規制機関としてのDOEの権限強化 

図 6-1 の通り、規制側

としての DOE の位置づけを明確化す

る手続きが必要であった。 

2012 年 5 月のMEM内部の組織改編

で DEPD はエネルギービジネス局

                                                        
30 Concession Agreement 
31 On the Job Training 

Developer

Technical

DEPD

Financial

Environmental

DOE
(GOL Engineer)

LEPTS
- Examination
- Inspection

WREA

Current 
Process

Additional
Process

 

図 6-1: 新しい DOE への書類提出手順 
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（DEB32

ii) 

）と改称したが、事業者からの申請窓口である点は変わらない。一方でEPMDは局

（DEM）に格上げとなり、LEPTSに基づく審査検査機関として明確に位置付けられたこと、

そして幾つかの検査や審査を経験することにより、その存在は以前より認識されている。 

DOE は水力 IPP 事業者を対象として審査検査を開始していたが、EDL に対しての実績は

無かった。DOE は 2011 年 4 月 JICA の送電線プロジェクトに対して最初の検査を行う予定

であったが、EDL からの申請は無く、最終的には DOE 職員への OJT という形で現場を確認

した。 

規制におけるEDLの位置づけ 

本プロジェクトの第二年次に入ってから、EDL の事業や審査・検査の実態ついて調査や

ヒアリングを実施し、一定の技術レベルを有している EDL については自主検査を LEPTS に

準ずると追認することを提案し、これを” Guidance to Roadmap for Power Sector Regulation 
(Draft)”に取りまとめた。 

iii) 

LEPTSの運用においては様々な課題を抱えていた。例えば、事業者によっては、電力法や

関連法令による規制内容に対する理解が不足しており、必要な手続きの漏れや、LEPTSに適

合していない設備の設置がなされていた。 

LEPTSの理解促進活動 

ラオス政府は当時既に LEPTS の必要性を事業者に理解させるため、例えば MOU（F/S の

目次）に LEPTS に関する情報を添付するなどの行為を行っていた。本プロジェクトの第 2
年次では、LEPTS の必要な手続きや図書について、CA への添付用に、専門家がドラフトを

作成した。 

このような LEPTS への理解促進活動は今後も引き続き行うべきである。そのため DEM
の職員は規制機関の一員として、公衆保安と電力安定供給のため確実な理解の下、個別に

技術力を磨いていかなければいけない。 

iv) 

レビューレポートにおいて、LEPTS 条文や手続き、フォームなどを理解することがまず

必要であるということを提言し、専門家は 2012 年 4 月に大規模および小規模プロジェクト

それぞれの審査検査手続をまとめた（

能力開発手段の提言 

6.3(1)項参照）。また、C/P が計算手法等技術的な要求

事項を理解する必要性も指摘した。下記事項は、レポートの中で示された、公衆保安や安

定供給にとって重要要因である。 

• 設計洪水流量とダムの安定性（水力土木） 

• 流水遮断装置等の設計概念（水力発電設備） 

• 離隔の確保やフェンス設置による中高圧電気設備への侵入感電防止（送電、変電および

配電） 

                                                        
32 Department of Energy Business 



 

 20 

このような基本的なコンセプトの元、OJT を組み合わせた手引書は、順次専門家により整

備された（6.3 節参照）。 

v) 

2010 年 7 月に JICA と DOE で締結された PDM には、本プロジェクトの目標に対する指

標を以下の 6 つとしている。 

能力開発の確認・検証 

 
レビューレポートではその指標をどのように測るのか、他に目標とすべき指標がないか

を考慮する必要性を指摘しており、2011 年 11 月の第 2 回 JCC で議論し、これらを指標とし

て進めていくことを確認した。 

第二年次の活動においては、PDEM や EDL に関連する指標は達成できなかった。しかし

ながらこの期間を通じて PDEM や EDL の役割や責任についての協議を継続し、それらを” 
Guidance to Roadmap for Power Sector Regulation (Draft)”として提言に取りまとめた。 

6.3. 

(1) 審査検査手順の見直し 

手引書および事例集の作成、手引書を用いた審査および現場検査の実施 

大規模小規模プロジェクトの両方について、審査検査の手続きフローを 2012 年 4 月に作

成し、審査検査チェックリスト共に、手引書と事例集が添付された。MEM 内での情報共有

システムの枠組みはまだ確立されていないが、DEB, DEPP, DEM は MEM 内の再編後以前よ

り緊密な関係で働いている。一方で、MEM 内外での規則を含む、エネルギーセクターでの

情報共有会議はまだ開催さていない。 

現在FSの審査はDEPPの所轄となっており、DEMはBD審査および検査を担当している。

DEM内部の役割分担はまだ明確ではない。EMPDは輸出用のIPPプロジェクトを、SOEMD
はEDLや電力建設設計（ECI33

(2) 手引書および事例集の作成 

）などの政府系会社を所轄している。一方、海外事業者によ

る国内供給用のIPPについては既にEPMDに検査の実績があるものの、SOEMDとの分担は明

確に定められていない。 

手引書と事例集の最初のドラフトは 2011 年 3 月に作成し、その後 OJT や実際の検査、C/P
の意見を聞きながら 2011 年 7 月に修正した。手引書は事業者が提出する申請書類と現場用

                                                        
33 Electricity Construction and Installation 

プロジェクト目標の指標： 
（ア）電力技術基準に基づく審査および検査のための手引書に基づいた DOE の認可審査数 
（イ）電力技術基準に基づく審査および検査のための手引書に基づいた DOE の実地検査数 
（ウ）電力技術基準に基づく審査および検査のための手引書に基づいた PDEM の認可審査数 
（エ）PDEM から DOE に提出された電気設備報告書数 
（オ）電力技術基準に基づく審査および検査のための手引書に基づいた EDL の内部審査回数 
（カ）EDL から DOE 本部に提出された電気設備報告書数 
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のチェックシートで構成されている。事例集は現場の写真の良い例と悪い例を用い、条文

との関連性を示しながら LEPTS の理解を促進している。 

2011 年 11 月の第 2 回 JCC において、審査についても記載して欲しいとの要望があったた

め、専門家は技術レベル（6.5(3)項参照）に応じた審査のチェックリストを作成した。最終

的には前述の開発フロー、審査のチェックリスト、提出されるフォーム一覧、現場チェッ

クリスト、事例集を分野ごとに整理し、1 冊のファイルに取りまとめた。 

(3) 手引書を用いた現場検査記録 

表 6-1 のとおり、LEPTS に従った正式な検査が、専門家の支援により 5 つのプロジェク

トで行われた。大半の検査は岩盤検査や湛水前検査といった水力土木に関係するものであ

った。Nam Nhone 水力発電所の検査は、DOE の技術支援により Bokeo PDEM によって行わ

れた。 

表 6-1: 専門家と行われた検査 

番号 年月日 プロジェクト名および検査事項 HC HE T/L S/S D/L 

1 Jun. 14 - 16, 2011 
Theun-Hinboun HPP Exp. 
(Inspection prior to first impounding)  

✓     

2 Sep. 24 - 27, 2011 
Nam Nhone HPP 
(Inspection before commercial operation) 

✓ ✓  ✓  

3 Nov. 7 - 9, 2011 
Nam Theun 2 HPP 
(Accident (landslide) investigation) 

  ✓   

4 Feb. 6 - 9, 2012 
Nam Ngum 5 hydropower project 
(Inspection prior to first impounding) 

✓     

5 May 23 - 26, 2012 
Hongsa Lignite Thermal Power Project 
(Inspection of dam foundation) 

✓     

6 Jun. 4 - 6, 2012 
Nam Ngum 5 Hydropower Project 
(Re-inspection prior to first impounding) 

✓     

上記の他に、表 6-2 に記載されているように、プロジェクトの後半には C/P が自ら検査

を行った。Nam Sana 水力発電所(14MW)は 15MW 以下であるため、検査は Vientiane PDEM
によって行われるべきであったが、PDEM の検査に対する時間と技術がなかったため、DEM
が PDEM に代わって検査を行った。 
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表 6-2: カウンターパートにより実施された検査 

番号 年月日 プロジェクト名および検査事項 HC HE T/L S/S D/L 

1 Feb. 13-16, 2012 
Xekaman 1 hydropower project 
(Inspection of dam foundation) 

✓     

2 Feb.16-19, 2012 
Houay LamphanGnail 
(Inspection of dam foundation) 

✓     

3 Jul. 5-10, 2012 
Xekaman 3 hydropower project 
(Inspection before commercial operation)  

✓ ✓ ✓ ✓  

4 
Oct. 4-5, 22-29 
2012 

Nam Ngum 5 hydropower project 
(Inspection before commercial operation) 

✓ ✓ ✓ ✓  

5 Jan.3-5,2013 
Nam Sana 
(Inspection of dam foundation) 

✓     

6 Jan.5-8, 2013 
Nam Khan2 
(Inspection of dam foundation) 

✓     

(4) 現場検査OJT 

表 6-3 の通り、第一年次を中心として、現場検査について OJT を行なった。OJT 実施の

目的は、1)C/P が LEPTS に規定されている検査を正しく実施できるようにする、2)実際の検

査に近い方法で現場での検査を体験することにより、検査官としての態度、心構えを習得

することを目的とした。一方、専門家にとって OJT 実施の目的は、1) DEM 職員による検査

の方法を確認し現状の検査方法、手順を把握すること、2)LEPTS に従って C/P が適切に検

査するよう指導すること、3)OJT を通じて検査官として適切な対応をできるよう支援するこ

とである。 

表 6-3: 検査を模擬した現場 OJT 

番号 年月日 プロジェクト名 HC HE T/L S/S D/L 
1 Feb. 2 - 4, 2011 Paksan-Pakbo T/L (under construction)   ✓   
2 Feb. 21 - 23, 2011 Theun-Hinboun HPP Exp. (under construction) ✓ ✓ ✓ ✓  
3 Feb.17, 2011 D/L facilities in Vientiane Province     ✓ 
4 May 18 - 20, 2011 Nam Ngum 2 HPP (existing) ✓ ✓    
5 May 25 - 26, 2011 Phonhong, VangVieng D/L (existing and COD)     ✓ 
6 Jul. 14, 2011 Nam Ngum 1 HPP (existing)  ✓    
7 Aug. 18 - 19, 2011 Nam Ngum 1 HPP, Naxaython S/S (existing)  ✓  ✓  

8 Feb.28, 2012 
Shifting DL facilities due to road expansion in 
Donenokhoum Village, Vientiane Capital 

    ✓ 

9 Feb. 29, 2012 Thanaleng Substation    ✓  
10 May 31, 2012 Nam Mang 3 Hydropower station (existing)  ✓ ✓ ✓  
11 Jul. 2 - 3, 2012 D/L facilities in Vientiane Province     ✓ 
 
現場検査および OJT 記録を添付資料 IV(2)に示す。 
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(5) PDEMの能力強化のためのMEMに対する技術的支援 

i) 
PDEMに対する支援をMEMがより効果的に行えるようにするため、PDEMを対象とした実

態調査を行うことを提案した。2012 年 2 月実施の小水力発電施設開発に関するセミナー

PDEMの職務能力強化ニーズの把握 

34

なお、当初同質問票は、セミナーの開催時までに全て提出されることを前提に作業を進

めたが、一部の PDEM が締切りまでに MEM 本部に提出したにすぎなかった。また、提出

された質問票の記載内容も一部が分析をするのに不充分なデータ（未解答、判別不能な手

書き、スキャンされた書類の不在、翻訳不足により質問の意味を誤解した解答等）も多か

った。そのため、以下に示す分析は、一部不明瞭で不充分なものにならざるを得なかった。 

の

開催に先立ち、全てのPDEMに対し質問票を送付し、彼らの基礎情報とLEPTS運用に関する

能力に関する情報収集を行った。質問項目の例は、職員数、教育、専門分野などの基礎情

報、およびLEPTS特有の課題である審査・検査の頻度などが含まれる。 

ii) 
上記分析の結果、PDEM が LEPTS を効果的に運用しより多くの県で同基準を普及するた

めに必要な能力に関する基本的な情報を理解することができた。その結果、本プロジェク

トに係る課題のいくつかが明らかになった。 

分析結果 

第一に、現状の PDEM の要員およびその能力に制約があることが明らかになった。平均

的な PDEM には 10～25 名ほどの要員が配属され、管理、エネルギー（含電力）、鉱業の 3
部門の業務でそれぞれ働いている。エネルギー部門の従事者は最大でも 10 名程度が配置さ

れているに過ぎない。ほとんどの職員は高校卒業以上の教育を受けており、その約半数は、

短期大学（含専門学校）または大学卒業以上の教育を受けている。全職員の概ね 4 分の 1
は工学教育を受けている。エネルギーセクターに従事している技術者は、その大多数が電

気工学を専門としており、全技術職のうち、土木・機械工学の教育を受けている職員はそ

れぞれ 4 名ずつしか配属されていないことにも、留意が必要である。小水力発電に対する

開発ニーズが強調されているため、同分野の人材育成は急務である。電力セクター全体を

見回しても、MEM 全体において土木系の技術者の必要性は非常に高い。経験充分な土木技

術者の確保は、ラオスにとって基本的な課題の一つである。 

第二に、PDEM の組織および制度的位置づけが、地方電力開発における彼らの役割を複

雑なものにしている。PDEM は、 ラオスの地方における電力開発の規制（DEM の役割を

代表）と推進（DEB, DEPP, IREP の役割を代表）という、相反する２つの使命を負っている。

PDEM は中央政府の出先機関として地方における業務を所掌していることから、地方政府

とも強い結びつきと関係（地方政府の行政機構の一翼を担う）を持っている。ラオス政府

は地方電化の推進をその開発政策の重要項目の一つとして位置づけていることから、PDEM
は地方電化の実施機関としての役割を負っている。本質問票の回答においても、電力開発

計画立案と供給区域の策定にかかる能力の強化は、優先度の高い項目として位置づけられ

                                                        
34 Seminar for Hydropower Development (Hydropower Civil Engineering and Hydropower Electrics) as a part of 
Improvement for Power Sector Management of Lao PDR、2012 年 2～3 月.  
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ている。右訓練ニーズに関連して、計画立案や計画区域を測量するための器具の提供を求

める要望があった。国家開発計画に地方電化が位置づけられていることもあり、電力開発

推進は PDEM の重要な業務の一つである。 

第三に、電力法、LEPTS、それらの行政手続きに関する理解の程度は、PDEM ごとに大き

く異なることが分かった。PDEM の多くが、現場経験が足りないという指摘をしている。

現在は設計審査や建設中の検査の実施についてそれぞれ不安をかかえていることが明らか

になった。特に、水力土木と水力発電設備、変電については、審査・検査とも LEPTS にも

とづく審査・検査をどのように行うかに自信を持って回答した PDEM は多くない。 

最後に、国内各県における電化の状況が様々なこともあり、各所の電力開発ニーズも多

様である。このような多様性はあるが、a) 小水力、b) 配電ならびに、c) 太陽光発電に対す

る PDEM の興味が共通して存在していた。 

iii) 

第三に質問票のデータをもとに行ったPDEMの能力分析の結果、PDEMに要求される職務

遂行能力は、大きく分けて①（LEPTSを含む）行政手続きに関するもの、②電力施設整備推

進に関するもの、③個別の電力施設の技術的能力の 3 つに加え、これらを支える④工学基

礎ならびにプロジェクト管理能力であった。これらの能力は相互に深く関連しあっている。

これら能力のうち③は「行政官として必要な」技術的な能力であり、その分野の技術者が

専門的に身に付ける高度な技術的な能力とはかなり異なるものである。現実にC/Pが持ちが

ちな技術面での強化に対する期待は、③と④の強化である。この状況はPDEMにおいても一

緒で、個別具体的な技術に対する「ニーズ」ではなく高い「興味」がある。また、④の強

化は例えば我が国の技術協力の枠組みを使って短期間に在職のまま達成すること

PDEMの業務遂行に必要な能力 

35

PDEM においては「行政官として必要な能力」のうち最も重要なものは①と②である。

①と②は MEM の行政的判断の核になるもので、PDEM 職員以外には委ねることができない。

一方、③は代替可能なもので、これら 2 項目に劣後すると思われる。③は、条件が整えば

コンサルタントの雇用により外注するか、事業者負担で必要な情報を提供させるかのどち

らかで代替も可能である。 

は非常

に困難と思われる。 

本プロジェクトの関連では、①のなかでも LEPTS に直接関連する行政手続きに絞って強

化を図ることが重要である。特に強化すべき点は、LEPTS に基づいた審査・検査を行う方

法を習熟することで、地方セミナーのコンテンツに位置づけている。6.5 節の表 6-11 に示

した審査レベルのうち「レベル１：形式審査」を最低限満足する内容を PDEM が習得し現

                                                        
35 広範な知識とスキルの習得を目指した一般的な工学分野の能力強化は、技術協力で実施するトレーニングの目的と合

致しない。むしろ、公的な教育プログラムにおいて強化するのが適している。このアプローチは、対象者を職務につけ

たまま（インサービスのまま）実施するのは非常に難しい。もし、この分野において能力開発のための介入を行うので

あれば、最も現実的かつ効果的な介入方法は、海外または国内留学の支援、または様々なインセンティブ（例えば昇格、

昇進、昇級等）を与えて、自己啓発を促すことである。新人職員に対しては、長期的な戦略として、採用試験の改善を

行い、これら技術分野の基礎を習得した学生を採用することなどが考えられる。  
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場で運用できることを目指し、地方セミナーにおいて指導を行った。 

iv) 
プロジェクト期間中カウンターパートや PDEM に問い合わせたが、PDEM には統一的な

記録様式は存在しない。例えば、ある PDEM では EDL の自主検査記録をそのまま完了証に

添付していた。今後は DEM が地方セミナーを継続し、本プロジェクトで作成したチェック

リストを PDEM が試用することが望まれる。 

PDEM検査記録様式の改訂準備 

6.4. DOEの規制機能強化のための制度改善 

(1) プロジェクト初期段階における規制機能強化のための制度構築 

本プロジェクトの初期段階（2010 年 10 月～2011 年 3 月）では、DOE はガイドラインを

より効果的に運用するため、審査・検査の体制作りを進めていた。このうち、F/S の中間合

格証や最終合格証、完成検査の合格証のフォーマットの作成を支援するとともに、DOE 内

部の審査・検査の役割分担および審査・検査料の徴収について助言を行った。 

F/S から工事を経て完成・運転開始までの一連の作業フローを修正し、DOE が行う審査・

検査明確化のための TOR の作成支援を行った。また、DOE が LEPTS に基づく規制を政府

のエンジニア（GOL Engineer）として位置づけられる TOR の作成を支援した。さらに、各

段階における業者からの提出書類と検査の時期、また DOE が事業者に発行する検査終了証

などを具体的に取りまとめた。特に Theun Hinboun 増設工事における湛水前検査では実際に

検査資料を受け取って、それを基に検査を実施し終了証を発行するという一連の活動がで

きたため、この実績を盛込んでより実践的なフローとすることができた。 

MEM 内部における規制の考え方や制度課題については、EPMD や総局長と議論を継続し

JCC の場でも話し合われた。その大きな話題の一つは LEPTS に基づく規制を F/S から開始

するか、どこがそれを行うかということであった。最終的には現 DEPP が行うことが決定し

た。 

(2) 関係機関の役割の明確化および規制フロー図の最適化 

i) 
ガイダンス（ロードマップ）の策定に先立ち、2011 年 11 月に開催された第 2 回 JCC にお

いても課題として提起され、議論された、IPP 事業に関連した以下の問題点について、カウ

ンターパートと共同で DEB 及び DEPP と個別に協議を行った。 

エネルギービジネス局（DEB）およびエネルギー政策計画局（DEPP）との協議 

1) LEPTSガイドラインで定義された「電力開発責任部署（RAEPD36

2) LEPTS及びガイドラインのIPP事業者への浸透（交換文書への説明資料の添付） 
）」の責任分担 

3) MEM内でのIPPプロジェクト進捗に関する情報共有 

添付資料 IV(3)に示す資料を用いて、最初に専門家より議論の背景を説明した。議事概要

は以下のとおりである。 
                                                        
36 Responsible Agency for Electric Power Development 
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(a) エネルギービジネス局（DEB）（2012年2月23日） 

DEB からは、チャンタブン副総局長以下 3 名、DEM からフンパン部長代理、ビエンサイ、

サンティスの 3 名が参加し、専門家とともに議論を行った。 

1)：LEPTSガイドラインで定義された「電力開発責任部署（RAEPD）」の責任分担について 
• DEB は IPP 開発に関するワンストップサービス窓口であり、技術面、環境面、経済・

財務など IPP 開発に関するあらゆる事項に関係する部署であるが、あくまでも調整機関

であり、各事項について最終的に責任を負う部署ではない。したがって、RAEPD とし

ての役割は、責任機関ではなく、あくまで関連機関であり、役割分担は赤字のとおり修

正されたい（添付資料 IV(3)参照） 

• 上記の DEB の業務分掌は DEPD のそれから変わっておらず、大臣決定としてウェブ上

でも公開されている。 

2)：LEPTS 及びガイドラインの IPP 事業者への浸透（交換文書への説明資料の添付）につ 
 いて 

• CA は IPP 事業者と交換する最後の公式文書であり、CA 前に B/D については DEM に

よる審査・承認を受けていなければならない。過去には、このような LEPTS の手続き

について MEM 職員が理解していないこともあり、B/D の承認なしに CA が締結されて

しまうなどの不具合があった。 

• こうした不具合を解消するために、まずは MEM 職員に LEPTS の手続きについて浸透

させることが大事で、そのための説明資料やセミナーが必要である。 

• しかしながら、LEPTS 及びガイドラインは省令（法律）であり、他の法律同様に（説

明資料の有無に関わらず）ラオスで電気事業を行うものはこれを遵守しなければならな

いのは当然のことであって、説明資料を CA 等に添付する必要はない。説明資料を添付

することにより、むしろ、説明資料の記載事項のみを遵守すればよいとの誤解を招くこ

とが懸念される。 

3)：MEM 内での IPP プロジェクト進捗に関する情報共有について 

• 専門家から、JCC の場でも提案された情報共有のための定期会合の設置を提案した。 

• DEB としては、四半期報や年報など必要な情報の発信は適切に行っており、それらが

適切に活用されていないことは DEB の問題ではない。各部署が業務分掌に従って責任

を全うすれば、そのような会合は必要ない。責任・業務の重複や欠落がないよう、業務

分掌を明確に定め、それを適切に運用することが肝要である。 

• DEB から最新の IPP プロジェクトの進捗状況について説明がなされた。 
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(b) エネルギー政策計画局（DEPP)（2012年2月27日） 

DEPP から Chansaveng 副総局長、DEM から Bouathep 副総局長が出席し、議論を行った。 

1)：LEPTS ガイドラインで定義された「電力開発責任部署（RAEPD）」の責任分担について 

• LEPTSに示された責任以外に、例えば、電気事業に関する初期環境調査（IEE37

2)：LEPTS及びガイドラインのIPP事業者への浸透（交換文書への説明資料の添付）につい

 て 

）の実

施など、新たにDEPPに付加されたものがあるので追加すべきである。 

• 電力法が改正され、MOU の延長（更新）は 1 回まで、PDA の延長は 2 回までとなり、

MOU や PDA が無効になるプロジェクトも多くなると予想されるので、PDA/CA だけで

なく、MOU 時点から説明資料を添付した方がよい。 

• 両副総局長ともこのような添付資料は効果的であり、開発者が LEPTS の内容を理解す

るには不可欠であるという認識である。 

(c) 結論 

• 各部署で交換文書への資料の添付については意見が分かれたが、LEPTS の手続きにつ

いての理解を深める必要性、また、そうした説明資料を用意することについては合意を

得た。その後、MOU, PDA/CA に添付される手順書や書類を専門家が準備した。 

• IPP プロジェクトの進捗については、本件プロジェクト期間中に、審査・検査が必要な

プロジェクトの洗い出しができたので、今後、岩盤検査、湛水開始、完工等のより詳細

なスケジュールの把握が必要である。 

(3) 計画的な審査検査の実施 

i) 

添付資料 IV

進行中のプロジェクト 

(4)に示すプロジェクトリストを修正する際に、最新の IPP プロジェクトの進

捗情報を DEB より提供された。 

これらの 6 つのプロジェクトは DEM によって検査されるべきものであり、次項で述べら

れるように、Nam Ngum 5 の湛水前検査および Xekaman 1 の岩盤検査は実際期間中に行われ

てきた。 
 
 
 
 
 

                                                        
37 Initial Environmental Examination 
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表 6-4: 建設中の IPP プロジェクト一覧 

番
号 プロジェクト名 県 出力 

(MW) 
運開 

（予定）年 電力供給先 備考  
(2011年11月) 

1 Hongsa lignite 
thermal Xayaboury 1,878 2015 Laos/Thailand Progress Construction 

9.1%  

2 Nam Ngum 5 Luangprabang/ 
Xiengkhouang 120 2012 Laos Progress Construction 

80.6%  
3 Nam Ngiep 2 Xiengkhouang 180 2015  Under Construction  

4 Theun – Hinboun 
Expansion Bolikhamxay 220+60 2012 Laos/Thailand Progress Construction 

96%  

5 Xekaman 3 Sekong 250 2012 Laos/Vietnam Progress Construction 
96.18%  

6 Xekaman 1 Attapeu 322 2015 Vietnam/Laos Progress Construction 
11.6%  

建設中の EDL プロジェクトの水力発電所を表 6-5 に、PDEM によって検査が行われる

15MW 未満の小水力を表 6-6 に示す。 

表 6-5: 建設中の EDL プロジェクト一覧（2012 年 8 月現在） 

番
号 プロジェクト名 県 出力 

(MW) 

年間 
発電量 

(GWh/y) 

建設開始 
年月 

運開 
（予定）年 事業者 

1 Houay Lamphan 
Gnai Sekong 88  480 May 2011. 2015 Gezhouba Group 

(China) 
2 Nam Khan 2 Luangprabang 130 558 Dec. 2011. 2015 Sinohydro (China) 

3 Nam Sana Vientiane 14 49.6 
 

2014 
Nawarat 
Patanakarn PCL 
(Thailand) 

4 Nam Song Vientiane 6  25 
 

2012 
Angelique 
International Ltd. 
(India) 

表 6-6: 建設中の IPP 小水力（15MW 未満）プロジェクト一覧 

番号 プロジェクト名 県 出力 
(MW) 

運開 
（予定）年 

電力 
供給先 

備考 
(2011年12月) 

1 Nam Long Luangnamtha 5 2013 Laos CA completed 
2 Nam Sim Houaphan 8 2015 Laos CA completed 

3 Tad Salen Savannakhet 3.2 2012 Laos Progress 
Construction 40% 

添付資料 IV(4)に示される PDA を締結した IPP プロジェクトの内、数プロジェクトは、

メコン本流プロジェクト（Don Sahong, Pakbeng、Phou Ngoy および Sanakham）のようにほ

とんど進捗が見られず、ラオス政府は既にいくつかの PDA を取りやめた。結果として、PDA
を締結した進行中のプロジェクトは次表に集約され、これらは DEM により LEPTS に則っ

た基本設計の審査が行われる予定である。なお DEM は Nam Ngiep 1 の審査については 2013
年 1 月の地点で完了させている。 
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表 6-7: PDA を締結した主要な IPP プロジェクト一覧 

番
号 プロジェクト名 県 出力 

(MW) 
運開 

（予定）年 
電力 
供給先 

備考 
(2011年12月) 

1 Nam Beng Oudomxay 34 2015 Laos PDA Completed 
2 Nam Lik 1 Vientiane 60 2015 Laos CA/PPA Negotiation 
3 Nam Mang 1 Bolikhamxay 57 2015 Laos CA/PPA Negotiation 
4 Nam Mo Xiengkhouang 120 2015 Vietnam CA/PPA Negotiation 
5 Nam Ngiep 1 Bolikhamxay 262+20 2018 Laos/Thailand CA Negotiation 

6 Nam Ngum 3 Vientiane/ 
XiengKhouang 460 2018 Thailand CA/PPA Negotiation 

7 Nam Ou #2, 5, 6 Phongsaly/ 
Luangprabang 

120 
240 
180 

2016 
Thailand or 
China and 
Laos 

CA Negotiation 

8 Nam Pha Luangnamtha/ 
Bokeo 130 2016 Laos PDA Completed 

9 Nam Seuang 1 Luangprabang 94 2017 Laos/Thailand PDA Completed 
10 Nam Seuang 2 Luangprabang 96 2017 Laos/Thailand PDA Completed 

11 Xenamnoy 1 Champasak/ 
Attapeu 148 2013  CA/PPA Negotiation 

12 Xepian - Xenamnoy38 Attapeu and 
Champasak  390 2018 Thailand/Laos CA Negotiation 

13 Nam Kong 2 Attapeu 66 2015  PDA completed 
14 Nam Phai Vientiane  86    PDA completed  

(4) LEPTSおよびガイドラインの改訂  

LEPTS およびガイドラインの改訂は、本プロジェクトの期待された成果ではないが、

LEPTS やガイドラインにある不明確な表現により、適切な LEPTS の実施が妨げられており、

DEM は業務分掌により適切にそれらに対応しなければならない。 

2011 年の第 2 回 JCC では、ラオス側は、ガイドラインや関係マニュアルは LEPTS の制定

後以来の MEM での組織や管理上の変化に対応するように更新され修正されるべきである

旨を主張した。これらの文章は専門家の援助でラオス側によって更新され修正されるべき

である旨をラオス側と日本側で合意した。 

以下の事項が、問題のある事項として、専門家とカウンターパートが協議した。 

i) 

(a) 電力セクターの規制法体系と事業者の責務 

共通事項 

電力法は国家議会で制定された電力セクターを統制する最上位の法律であり、第 21、22
および 23 条で LEPTS を規定している。加えて、第 25 条で主任技術者の任命を言及し、第

35 条は運転維持に関する安全（保安）規程の提出を電気事業者に求めている。 

LEPTS は 2004 年に MEM の省令として公布され、一般条項と水力土木、送電、配電等の

個々の分野での技術基準で構成されている。7 つの条文で構成されている一般条項では、技

                                                        
38 CA は 2012 年 11 月に締結されたと報告された。. 
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術基準の目的（第 1 条）、技術基準の範囲（第 2 条）、技術基準への適合（第 3 条）ととも

に、主任技術者の任命（第 4 条）、審査検査（第 5 条）、報告義務（第 7 条）のように電力

法を実施する上で必要な手順を記載している。 

ガイドラインは 2006 年に運転維持に関する安全（保安）規程とともに MEM の省令とし

て公布された。ガイドラインは電力法および LEPTS の技術面を実行する管理手順を詳述し、

技術面での条項はない。 

上記のとおり、正式な法体系のもと、電力法、LEPTS、ガイドラインが規定されており、

事業者はそれらを遵守する必要がある。事業者の責務を要約すると以下の３点が挙げられ

る。 

• 主任技術者の通知 

• ラオス政府による LEPTS に規定されている審査検査の実施 

• 運転報告書の提出 

これらの事業者の責務は、事業者の関連法令に対する理解不足から遵守されているとは

言えない状況にある。そのため、事業者への LEPTS 理解促進活動は今後も引き続き行うべ

きである。併せて、事業者が自身の責務を遵守しやすいように、DEB、DEPP、DEM の分掌、

手続きの明確化など、関連法令の改訂を行っていくことも重要である。 

(b) 技術基準の非排他的性質 
LEPTS 第 1 章の一般条項の第 3 項の後半には、“The technical contents contained in Section 

2-3 to Section 2-7 and Section 3-3 to Section 3-7 may not cover all the technical contents that should 
satisfy the fundamental requirements set forth in Section 2-2 and Section 3-2, and if proposed 
alternative should have sufficient technical basis to fulfill the fundamental requirements, such 
alternative shall be judged to conform to the fundamental requirements.”と規定している。 

この条項は、様々な国からの多くの外国企業が投資者や受託業者として重要な役割を担

っているラオスの電力セクターでの実情を考慮して加えられたものと見られ、これが 2 つ

の関連する問題を含んでいる。代替の技術基準が基本的要求事項を満足する十分な技術根

拠があるか否かを判断するには、豊富な知識と経験が必要である。一方、LEPTS 以外の他

の技術基準は、EDL、PRC、Vietnam 等他組織や他国で実際に採用されている基準であれば

容認される。言い換えれば、LEPTS は厳密な規制ではなく、努力目標であると悪意を持っ

て解釈される。 

(c) 地方／中央政府の役割分担および送電／変電／配電の定義にかかわる見直し 
2.2(1)項に記載されているように、MEM と PDEM の規制機関の区分が配電分野において

明確に定義されていない。 

また、現在の法規定によると、小水力の開発を行う場合、発電所はPDEMの管理下となる

一方で、送変電設備についてはDEMの管理下となる。一つのプロジェクトに対して、中央

政府・地方政府双方が管轄することになり、事業者が混乱をきたす可能性がある。 
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例えば、需要家に接続されない22kVの系統は、送電設備と分類され、申請不要と規定さ

れているのに対し、需要家に接続される22kVの系統は、配電設備と分類され、大・中規模

プロジェクトであれば、申請が必要となる。 

このような状況を改善するには、LEPTS第55条で規定される設備の定義を、設備実態に即

したものに変更することが望ましい。また、ガイドラインで規定されるMEM/PDEMの管理

体制を変更し、一元管理できる体制とすることが望ましい。改善ポイントを以下に示す。 

• 中圧の系統は、需要家への接続可否に係わらず配電設備に統一する。 

• 上記の定義変更に伴い、区分・管理箇所を変更し、申請を要とする。 

• 配電設備の管理箇所を変更し、申請を要とする 

以上を踏まえた今回提案する設備区分、管理体制を、表 6-8および表 6-9に示す。 

表 6-8: LEPTS 55 条に関連する設備区分 

設備 現在の区分 提案する区分 
高圧 T/L T/L 
中圧 
(需要家へ接続されない設備) 

T/L D/L 

中圧 
(需要家へ接続される設備) 

D/L D/L 

低圧 D/L D/L 

表 6-9: ガイドラインに関連する管理体制 

設備 現在の管理体制 提案する管理体制 
区分 管理箇所 区分 管理箇所 

送変電 
100kV以上 DEM 35kV以上 DEM 
100kV未満 DEM（報告のみ） 35kV未満 PDEM 

配電 
大・中規模 DEM/PDEM 大・中規模 PDEM 

小規模 
DEM/PDEM 

（運用時のみ） 
小規模 PDEM 

(d) 章構成の見直し 

ガイドラインでは、設備毎にそれぞれ独立した章を構成している。しかしながら、水力

の章にも送変電設備の記載を求める様式があるなど、事業者側からすれば、どの章を参考

にすればよいか分からない可能性があるので、プロジェクトの種別毎（発電プロジェクト

なのか送変電プロジェクトなのか配電プロジェクトなのか）に分類するなど、事業者にと

って分かりやすい章構成とすることが望まれる。少なくとも送変電については常に同時に

施工されるものであるため、同一の章にしたほうが分かりやすい。 

(e) LEPTS各条項の緩和 

配電設備を例にとると、柱上変圧器の最低地上高、腕金の接地、電話通信線との位置関

係など、ほとんどすべての施設設備が適合していない LEPTS 条項が実際にある。より高い
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安全性を求める場合は必要であるものの、国の社会・経済事情を考慮すると日本と同様に

これらを遵守させるべきかどうかは疑問が残る。したがって、これらに起因する事故や停

電への影響を把握するとともに、同様の社会・経済事情や国民性の諸外国の実態を調査し、

施設場所の場合分けなども含めて条件を緩和し、遵守可能となるように条項を改定する必

要がある。 

(f) 設備改修および増強工事を想定した規定作りへの取り組み 

現在のガイドラインでは、新設工事を想定したものであり、経年劣化に伴う設備の取替

え工事や需要増加に伴う増強工事については、規定されていない。今後電力需要が高まっ

ていくラオスにおいても、これら工事に対応する規定を設ける必要がある。 

ii) 

(a) PDEM予算プロジェクトに関するガイドラインの整備 

配電 

PDEM予算による地方電化プロジェクトの場合、工事後に設備がEDLへ引き渡されるまで

PDEMが設備オーナーに該当する。このため、ガイドラインに定める運用において審査・検

査等をPDEMの担当とすると、規制側と被規制側がともにPDEMとなる。現在、一部のPDEM
においては、主任技術者届出の受理を開始し、審査・検査等の手続きを実施しようとして、

多少規制機能が働き始めてきているが、現行のガイドラインには適合しない運用である。

このようなPDEMがオーナーとなる地方電化プロジェクトの問題点については、オーナーと

規制側が同一とならないように、例えば、工事後にEDLへ設備移管しているのを、PDEMが

計画後、詳細設計前にEDLへ予算を移管するように変更する、あるいは、実運用ではなく、

ガイドライン条文のとおり、規制役割をDEMとしてオーナーのPDEMを規制するなど、最

適な運用方法を十分に検討した上で、ガイドラインに反映する必要がある。 

(b) 審査・検査要否区分の見直し 

ガイドラインでは、小規模プロジェクトの主任技術者届出や審査・検査等は不要と定め

られているが、ガイドラインに定める大中小のプロジェクト規模による区分は実際には運

用されていない。一方、EDL は国の機関ということで、EDL に対してはガイドラインに定

める主任技術者の届出や審査・検査等は実際には実施されていない。審査・検査等は、小

規模プロジェクトにおいても大中規模と同様に同等の施工品質維持に必要であり、一方、

EDL ではこれまでの施工実績において一定の品質が確保されている。したがって、ガイド

ラインにおいて、現状の運用にあわせてプロジェクト規模による区分をなくし、EDL プロ

ジェクトの場合の運用を小規模プロジェクトの場合とするように改定することが望ましい。 

iii) 

• ラオスでは、火力や太陽光といった新たな種類の発電設備が導入されてきているが、

LEPTS にはそれらに関する規定がない。結果として、新分野での規制機能は適切に機

能できていないため、新分野に関する規定を加えるべきである。 

その他 

• ガイドラインに規制されている事故報告に関して、事業者が、重大事故を知った後、48
時間以内に DEM へ速報を提出することは、限られた時間のため、現実的ではない。事
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業者がガイドラインに規定された様式で提出代わりに、48 時間以内に電話で報告する

ことを認めるべきである。 

• その他、LEPTS やガイドラインの多くの誤表現も見直されるべきである。 

6.5. 審査・検査プロセス実施のための能力強化 

(1) 職務能力分析の実施 

プロジェクト開始直後（2010 年 10～12 月）に、DOE 関係者による小規模なワークショ

ップを実施し職務能力分析を行った。この場で、直近の研修ニーズと、LEPTS に関する職

務能力強化が必要な分野を把握した（表 6-10）。 

表 6-10: 規制ユニットの訓練ニーズおよびその概要 

優先度 番号 分野 訓練ニーズおよびその内容（代表例） 

第 1 順位 1 設計諸元の決定 ・ LEPTS 運用に関わる法令の理解 

・ IPP 投資家に対して、すべての技術分野(土木、水
力発電設備、変電、送電、配電)の LEPTS 遵守のた
めの設計基準等に関する適切な指導・情報提供 

2 計画施設の設
計・計算 

・ 公衆安全確保のための LEPTS への適合状況の確認 

・ 電力安定供給のための LEPTS へ適合状況の確認 

・ 計算手法の理解（知識・スキル） 

3 審査・検査の実
施 

・ 審査・検査にかかるマニュアル・チェックリスト
を利用し、所与の期限内に完了させる。 

・ 審査・検査結果について必要なコメントを事業者
に発出する。  

第 2 順位 4 検査の計画立案 ・ プロジェクトの日程・規模に応じた検査計画の立
案（必要な予算の確保、ロジを含む） 

5 LEPTS に関する
基本政策の運
用、普及に関す
る計画実施 

・ 行政機関として必要な LEPTS 関連法令等を通じた
規制の実施。 

・ 利害関係者との対話を通じて実効性のある規制を
行う。 

6 教育訓練 ・ PDEM の行政官に対して LEPTS に関する必要な教
育訓練を行う。 

優先度
の低い
もの 

7 マニュアル類の
改定 

・ LEPTS にかかるマニュアル・ガイドライン類の改
定を行う。 

 

この分析によると、1) 設計諸元の決定、2) 計画施設の設計・計算、3) 審査・検査の

実施の三項目が、LEPTS 運用のための直近の強化ニーズとして優先度が高いということが

わかった。 
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(2) 検査能力の強化 

検査能力の強化は、手引書ならびにケースブックの整備と並行して実施した。 

主として第一年次に、表 6-3 に示した現場 OJT の機会を利用し、DEM が行う検査方法の

確認をしながら、LEPTS に基づいた正しい検査方法、手順の指導を行った。現場 OJT での

検査能力強化を目的とした指導内容は主に、ロジスティックに関わることの他、技術面で

は①事前の準備（計画諸元の確認等）、②検査の目的の確認、③情報入手先の確認、④現場

での検査に必要な情報の入手、⑤チェックリストの確認（必要に応じて修正・追加）、⑥検

査実施計画の準備、⑦現場検査立入りのための事前の準備事項の依頼（必要な計測データ

の準備、特別な交通手段等）、⑧検査実施のための器具の準備依頼（安全用具等）、⑨検査

の実施方法、⑩検査結果を協議議事録に取りまとめること、などを指導した。その他、安

全具の着用、公衆安全の確保、検査官としての心構えなどについても、必要に応じた指導

を行った。検査に関しては、第一年次終了までに概ね上記手順に従って検査が行えるよう

になった。 

(3) 審査能力の強化 

i) 

DEM の審査は、B/D に係る申請図書を受理すると、その日から 60 日以内に当該事業者に

審査結果を通知する必要がある。そのため、審査を効率的かつ効果的に進めるための手順

を明確にすることが求められている。本プロジェクトでは、審査の手順を定めたチェック

リストを作成し、これに基づいて審査ができるよう指導を行なってきた。 

審査の難易度に応じた審査水準の設定 

申請図書の審査は、形式的・一般的な事項（書式、添付書類の有無の確認、それ以前の

協議事項の検討・照査の有無など）から始まり、段階的により具体的・詳細な事項の確認

（設計パラメータの確認、計算書の記載事項の確認、基準・規格に準拠しない高度な技術

的課題の検討など）を行う。審査に与えられた時間的制約と LEPTS 全体を理解する技術的

な要求を考慮すると、審査の段階を内容の複雑さと技術的な要求度に応じて、4 つの段階に

区分した。それぞれの段階の概要を表 6-11 に示した。 

表 6-11: 設定した審査レベルとその概要 

審査レベル 主要な審査項目・要求事項（例） 
レベル 1：形式審査 必要な書類・書式・図面等が整っているか 

審査料の納付など 
レベル 2：予備審査 Design Criteria が適切に設定されているか（LEPTS に記載されている

設計条件を元に計算がされているかどうか、計算結果で、安全率を規
定しているものは、それを満足しているか） 

レベル 3：重要項目に対
する技術審査 

与えた荷重（設計条件）が妥当性かどうか 
実施した計算の中身の的確性が確保されているか 

レベル 4：その他の重要
項目に対する技術審査 

重要項目に関するもので、レベル 3 でカバーしないもの。 
技術基準に規定がないもので、検討することが必要なもの。 

本プロジェクトの実施期間中の達成目標を、レベル 1～2 の内容をDEM組織として満足さ
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せる39

ii) 

こととした。C/P個人の習熟の程度により、プロジェクト期間内にレベル 3 の内容に

も一部踏み込むことを目指して技術移転を進めた。 

審査能力の強化は、水力土木、水力発電設備、送電、変電、配電の 5 分野で、当面優先

すべき技術的な課題を複数選定し、これらの課題に対する審査能力の強化を行うこととし

た。設定された技術的な課題は、前項で設定した審査の難易度に応じた 4 つの水準を考慮

して、それぞれの項目について、2013 年 3 月のプロジェクト終了時における習得目標を定

義・設定した。これら習得目標に対し、段階的に指導・助言を行った。それぞれの課題に

対する指導の方法は、技術的な内容やその難易度、C/P 側の興味に応じて適切な方法を選択

した。多くの場合、実際の設計図書等を事例とした、個別の指導を行うことと、現場での

検査の際に、実際の審査内容を指摘することで、主に計算や考察を理論的に理解させるこ

とに加えて、現場での経験を通じた、実践的なスキルを習得させ理解度向上に努めた。そ

れぞれの分野についての現状を以下に述べる（

審査能力強化の方法とその進捗 

表 6-12 ）。 

表 6-12: 審査能力向上の状況 

分野 項目および目標 習得状況（2013 年 3 月） 
水力土木 設計図書審査の重要な

事項の理解  
審査ポイントを理解するとともに、セミナーにおい
て PDEM 等に指導できるレベルになっている。 
自らチェックリストをより使いやすいようにリバイ
スするなど、審査・検査に前向きな姿勢が見られる。 

ダムの安定計算 荷重の組合せおよびダムの安定性の評価の考え方を
理解している。また、検査者として自ら計算値の妥
当性を確認しようという姿勢が見られる。 

その他構造物（水路、
発電所等）の設計 

その他構造物の設計条件の考え方自体は、ダム本体
とほぼ同じものであるため、大よそ理解できている。 
評価方法を自ら解説書を参照する等、知識向上意欲
が見られる。 

ダムの設計洪水と余裕
高の考え方 

構造物の安定性評価の概念を優先したため、未着手。
元々水文に関する知識はあるため、今後も自ら勉強
し、知識を高めることができる。 

水力発電

設備 

設計図書審査の重要な
事項の理解  

審査申請で提出される書類概要を理解でき、新人・
若手に指導ができる。 
実審査書類による OJT を通じ、B/D レポートの審査
項目と着目点の整理がほぼできるようになった。 

水車発電機の基本緒元
の確認方法の理解 

基本緒元を用いて一般的な水車型式・発電所出力の
概略評価方法が理解でき、新人・若手に指導ができ
る。 

水車発電機に必要とな
る主要補機構成の理解
（流水遮断装置・保護
装置・圧油装置・排水
装置） 

安全な水車発電機の運転及び停止に必要となる流水
遮断装置・保護装置・圧油装置・排水装置の概要を
ほぼ理解できる。 

                                                        
39 個々人の能力や習得状況は押さえつつ、それぞれ業務を行うなか DEM 組織全体として技術的に満足できる成果を得

られるようにすることを想定している。グループとして審査結果の成果を出すことを目指した。 
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分野 項目および目標 習得状況（2013 年 3 月） 
設備損壊の場合に発電
支障に至る重要機器の
理解（変圧器・開閉機
器・避雷器） 

設備損壊の場合に発電支障に至る主要変圧器・開閉
機器・避雷器の概要をほぼ理解できる。 

送電 安全率に関する理解 安全率を自ら計算し、LEPTS を満足するか否かの判
断ができるようになった。 

支持物の想定荷重に関
する理解 

荷重の基本構成（垂直荷重、水平縦荷重、水平横荷
重）や LEPTS 表との比較を行い、審査ができるレベ
ルになった。 

支持物と電力線との離
隔に関する理解。  

風圧や、離隔距離が LEPTS を満足するか否かの判断
ができるようになった。 

電力線と他物件の離隔
に関する理解。 

確認すべき書類・図面について概ね理解し、複数の
書類・図面から妥当性を判断できるようになった。 

変電 
 

三相短絡電流計算およ
び遮断器の遮断容量に
関する理解 

遮断器の遮断容量の決定要因について理解できてい
るため、申請書類の審査がほぼ行える。 

接地設計に関する理解 接地設計における意味や重要性が理解できているた
め、手引書、チェックリストを用いて審査・検査が
ほぼ行える。 

絶縁設計（耐雷設計）
に関する理解 

絶縁設計（耐雷設計）の基本的な考え方を理解して
いるため、手引書、チェックリストを用いて審査・
検査がほぼ行える。 

機器保護システムに関
する理解 

機器保護システムの基本的な考え方を理解している
ため、手引書、チェックリストを用いて審査・検査
がほぼ行える。 

電圧調整装置に関する
理解 

電圧調整装置の概要について理解しているため、申
請書類の添付書類（電圧調整装置の設置）の記載内
容が理解できる。 

配電 設計図書審査時のポイ
ントの理解 

審査ポイントを十分に理解し、PDEM への指導がで
きるレベルに到達している。 

配電線ルート、配電設
備と建物・樹木との離
隔  

公衆保安の観点から配電線ルート選定時の審査・検
査ポイントを理解できる。 

需要想定と負荷分布、
電圧降下計算、選定機
材の妥当性（変圧器容
量・電線種類・支線の
有無 等）、  

審査に必要な情報を理解している。 
電圧降下計算の妥当性を判断することができる。 

接地設計 実際の設計図書における接地設計の妥当性を評価す
ることができる。 

(4) 行動変容（検査・審査能力の変化） 

i) 

水力土木は、現場での検査方法の強化に加え、①設計図書審査の重要な事項の理解、②

ダムの安定計算、③その他構造物（水路、発電所等）の設計、および④ダムの設計洪水と

余裕高の考え方を重点的な項目として各分野について、提出された設計図書の記載事項の

基本的な妥当性を確認できることを目標として指導を行った。その結果、検査官としての

知識、態度、スキル等に具体的な行動変容を見ることができた。 

水力土木 
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例えば、当初は個々の知識の習得や向上に執着していたきらいが有ったが、検査官とし

て LEPTS の各条文や規定に沿った審査・検査の着眼点を理解できるようになった。また、

検査時には、未提出の書類等の要求を、事業者に確実に行えるようになった。また、現場

検査や書類審査を経験することで、これら業務に必要なポイントの知識レベルの向上が見

られた。さらに、審査結果、検査結果を事業者に通知するためのレターの発行等、手続き

フローを正確に理解できるようになった。また、現場での検査実施時は、事業者との打合

せ内容・指摘事項に関する議事録を交わすことができるよう、事前に準備を行うようにな

った。 

ii) 

水力発電設備は検査能力強化に加え、①設計図書審査の重要な事項の理解 、②水車発電

機の基本緒元の確認方法の理解、③安全な水車発電機の運転及び停止に必要となる主要補

機構成の理解（流水遮断装置・保護装置・圧油装置・排水装置）、④設備損壊の場合に発電

支障に至る重要機器の理解（変圧器・開閉機器・避雷器）の 4 項目を中心に扱った。 

水力発電設備 

OJT や書類審査を重ねる度に水力発電設備・変電設備の構成・役割の理解度が向上し、人

命にかかわる審査・検査の重要なチェックポイント（流水遮断設備、充電部との離隔距離

など）が把握できた。 

プロジェクト開始当初は配属後間もないこともあり業務内容が把握できていなかったが、

先輩職員からの指導に加え、本プロジェクトによる OJT 等の経験を重ねる毎に業務に対す

る取り組み姿勢が向上した。また、LEPTS やガイドラインの概要を理解し、DEM における

自分の役割（水力発電設備の審査・検査）を理解できた。 

地方セミナーにおいては、C/P が集まってプレゼンの事前練習をするなど、自発的に取り

組む姿勢が見られた。本番でのプレゼンや OJT においては、PDEM 職員のスキルアップを

図ろうという取り組み姿勢が感じられた。C/P のプレゼンは聞き手の興味を引き、また手引

書を利用した OJT が行われた。また、セミナー終了時には次回セミナーに向けたミーティ

ングを行い、目的意識を持って取り組む姿勢が見られるようになった。 

iii) 

送電は、審査時における①安全率に関する理解、②支持物の想定荷重に関する理解、③

支持物と電力線との離隔に関する理解、④電力線と他物件の離隔に関する理解の4項目を強

化した。 

送電 

また、検査については、特に①鉄塔基礎周辺の確認、②鉄塔部材の確認、③電線の離隔

の確認、④付属品の取付確認、ができることを主目的とした。 
その結果、上記項目に関しては、審査・検査の意義を理解することができた。当初はLEPTS

等で規定する意義を理解しないまま、受動的に現場OJT等に望んでいたが、本プロジェクト

を通じて、その目的を理解すると共に、不明な点は積極的に質問を行うことで知識の深化

を図ることができた。 
審査については、事業者に対して未提出書類の提出を要求し、不備のある書類について

も再提出を求めるなど、審査官としてのスキルが向上していることが伺えた。また、Nam 
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Ngum 5 の湛水前検査と同時におこなった送電検査では、電線離隔不足、基礎周辺の埋戻土

の転圧不足、鉄塔部材の欠落等の不備を指摘した。これらの指摘ポイントは専門家から見

ても十分であることから一連の活動を通し、チェックシートや事例集を用いた検査審査の

方法で、相応の審査検査ができることがわかった。C/P には自身の知識を深化させたい、と

いう思いも強いが、身につけた知識を幅広く指導することができる能力が要求される。ま

た、検査審査で指摘した点を確実に議事録に落としこめるよう、英語でのドキュメンテー

ション能力を高める必要がある。 

iv) 

変電は、①三相短絡電流計算および遮断器の遮断容量、②接地設計に関する理解、③絶

縁設計（耐雷設計）に関する理解、④機器保護システムに関する理解、⑤電圧調整装置に

関する理解の 5 項目の理解強化を実施した。その結果、いずれの項目についても自ら審査

し、LEPTS を満足するかどうかの判断ができるレベルに達した。 

変電 

例えば、審査・検査に際して、当初はどこを見るべきか理解できていなかったが、絶縁

設計等についての基本的な考え方を指導することで、設備の目的・必要性について理解で

きるようになった。その結果、実地検査時および書類審査で LEPTS を満足するかの予備審

査相当の判断ができるようになった。地方セミナーでは自分の言葉で受講者が理解しやす

いように説明するようになったことからも、審査・検査能力向上に伴い、規制官としての

スキル・態度が身についたことが伺える。 

v) 

配電分野では、検査方法の習得を目指した活動を行った。審査分野では、①設計図書審

査時のポイントの理解、②配電線ルート、配電設備と建物・樹木との離隔 、③需要想定と

負荷分布、電圧降下計算、選定機材の妥当性（変圧器容量・電線種類・支線の有無 等）

および④接地設計の、4 項目を扱った。 

配電 

これらの指導の結果、以下のような行動変容が見られた。 

第一に、LEPTS 遵守に対する認識が強まった。当初は、LEPTS 遵守に対する姿勢を明ら

かにしてこなかったが、LEPTS 遵守の意味・重要性をよく理解し、PDEM に対する指導も

積極的になった。 

第二に、当初は審査設計図書の経済性評価を行うのみで、業者との間の技術的事項のや

り取りを含む技術審査は充分に行われていないようであった。しかし現在は、審査の重点

をよく理解し、2012 年 6 月には、LEPTS に基づき技術的な指摘を行い、事業者に対して設

計書類の変更を命じた。その後事業者に対し、同年 10 月に変更後の設計書類を要求する等、

実務で審査レベルの向上を確認することができた。 

第三に、以前は主任技術者届出、指示文書等の発出などの審査・検査手続きの理解が不

充分であった。しかし、現在は、主任技術者の届出、認証手続きをよく理解しており、主

任技術者認定証のフォーム、周囲が認知できる主任技術者証（首掛け携帯用）を独自に準

備した。 
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この技術者証は、地方セミナーの際、PDEM への指導を行い、現在ではシェンクアン PDEM
とサバナケットの PDEM が関連する届出の順守と、認定証等が発行されている。 

第四に、英文で作成されたチェックリスト等のラオス語翻訳を進めたことが挙げられる。

これらは、PDEM の業務理解の促進に貢献している。 

さらに、講師としての指導力の向上が挙げられる。当初から LEPTS の技術的知識は比較

的高い水準で持っていたが、それを PDEM に普及させる意欲は、あまり強く感じられなか

った。しかし、プロジェクト実施後、PDEM へ普及の重要性を強く認識するようになり、

職務に積極性に関与している。特に、地方セミナーでは、自ら率先してプレゼン資料の内

容を整える等積極的な関与が見られた。特に、同セミナー終了時には、専門家との反省会

を欠かさず、次に活かす努力をしている。また、配電分野の研修では、「イン・バスケット

トレーニング」により、実際の審査書類を通常の手順で処理するように模擬審査をする内

容の研修を実施するなど、高度な内容のセミナーを実施可能である。 

(5) EDL-TCの供与機材の現状およびその利用可能性の検討 

既存の国内リソースの有効利用という観点から、STEP2 など過去のプロジェクトで

EDL-TC に供与された機材が、現在でも利用することができるのかどうかを確認した。特に

検査用の機材の利用可能性について専門家が同センターを訪ねて確認した。供与された機

材は主として安全防護具と、測定機材である。一部の消耗品を除いて、これらの機材は適

切にロッカーに保管されていることを確認した。また、安全靴（ほとんど新品）や測量用

の三脚などの一般資材は外観上問題ないため使用できる。しかしながら、専門家は、供与

時期からすでに 6 年経過したこともあり、当時供与された機材の多くが今次の技術協力に

利用することができないということも分かった。 

その理由の第一は、本技術協力においては、IPP のプロジェクトに対する立入り検査を実

施する際には、機材を DEM 自らが持ち込んで検査することを想定していないからである。

実際の検査の際に、面前で測定が必要な場合は、検査官が IPP 事業者に指示し IPP 事業者自

身の測定器具を用いて必要なデータを収集しなければならない。収集したデータは IPP 事業

者が検査官に提出するとともに、（必要に応じて）検査のために事業者が準備した機材を用

いて、検査官が再確認をする手順を取る。 

第二に、供与された機材は定期的な校正や耐圧検査が必要である。EDL への供与後、こ

れらの機材は、定期的な校正や耐圧検査が一度も行われていない。測定器具は最低一年に

一回の校正が必要である。また、安全衛生上の観点から、防護具は毎年の目視検査が義務

付けられている。特に、防護具の耐圧検査は、電力セクターにおける安全確保の観点から

非常に重要である。 

(6) LETPS研修にかかるカリキュラムおよび訓練機材の検討 

EDL-TC の LEPTS トレーニングは、小規模ながら毎年実施されている。2011 年には 7 回、

2012 年には初級コース（配電、送電、屋内配線）が各一回計 3 回実施されているのみで毎

年若干少なくなる傾向にある。2013 年は、配電 12 名、送電 23 名で各一回が実施されるの
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みである。来年以降の LEPTS トレーニングは、少なくとも今年度並の規模で実施予定であ

る。EDL-TC は施設が手狭となったことから、現在の EDL の敷地に新しい建物を建設し

Power Institute として、研修内容の充実を図る計画である。新しい施設の整備は、早ければ

2013 年 3 月ころ着工予定である。なお、EDL-TC 敷地内の訓練用の送電線鉄塔を含む研修

設備の一部は、市内 Nasaithong District に移転予定（用地確保済）である。 
同プログラムは STEP 2 実施時に作成されたもので、これまで、大きな変更や修正が行われ

ていない。 

IPSM 終了後、EDL-TC における LEPTS 研修は、同プロジェクトの成果を踏まえて既存研

修プログラムや研修テキスト等の拡充・改訂が期待されている。しかし、EDL は法制度と

して LEPTS を認めつつも、EDL プロジェクトは外部資金に依存しており、そのプロジェク

ト（ならびにその援助機関等）が雇用するコンサルタントが採用する技術基準に基づいて

実施されている。EDL は配電についての社内基準は持っているが、セクター全体を通じた、

統一的な技術基準を持たないこともあり、全ての EDL プロジェクトに LEPTS の規定を適用

することを目指す研修の実施には困難が伴う。また、研修効果の観点からも、法令があり

ながら、外部の規定に依存することには人材育成上の難しさがある。同センターの LEPTS
研修は新入社員が対象で、法令と社外の規定が並立する状況から、「法令順守が絶対ではな

い」「外部の規程が優先する」という誤ったメッセージを送る可能性が懸念される。 

(7) LEPTSによる規制のための人材育成の課題 

i) 

MEM が LEPTS をラオス国内の全電力関係者に一層効果的に普及させるためには、MEM
の技術者に留まらず、PDEM を含む全国の関係者全体への普及を検討する必要がある。実

際の普及の現場の状況は、LEPTS 研修の実施を EDL が一手に負っており、実施機関である

EDL 研修センターの費用負担も EDL が負っている。この状況は DEM と EDL の関係や

LEPTS 研修が自律的な発展をという観点からも必ずしも望ましい状況ではない。現在の状

況は、DEM が LEPTS に関係する人材育成政策に責任を負い、その実施について EDL と調

整するという役割の明確化にも貢献していない。 

セクター横断的な総合的な人材育成政策の必要性 

ii) 

これまでの専門家の業務を通じ、PDEM を始めとするラオスの電力技術者の多くに現場

経験の不足を指摘する声が多い。また、一般的な工学分野の知識である基礎的科目の一層

の強化の必要性を感じる場面が多い。これら課題は、審査・検査に包含される多くの業務

がある程度定型化・ルーチン化されており、経験を積むことによって、業務遂行上大きな

障害を回避することができる。しかしながら、特殊な事情や個別プロジェクトの条件によ

っては、新たな検討や技術的知見が求められる場合も考えられる。このようなときに、例

えば文献や技術資料に当たる際には、ある程度の工学的知見や、物理・数学など知見が求

められる場合もある。右のような能力開発は、教育の課題として捉えるべきで、技術協力

にはなじまない。そのため、本項で検討する人材育成の対象としては検討しない。これに

対する対処方法としては、各自が自己啓発を通じ、長期的な能力開発を図ることの必要性・

長期的専門能力強化のための工学基礎科目習得の必要性 



 

 41 

重要性を理解させる必要がある。 

iii) 

現在実施中の LEPTS 研修プログラムは主として知識の習得を目的とし教室での講義が行

われている。この方法は、初学者に対し LEPTS の概念を習得させるのには効果的である。

しかし、LEPTS に準拠した電力施設の建設やその監理を行う実践的なスキルと知識を習得

させる機会としては、まだ改善点もある。現在の LEPTS 研修は、EDL が将来 LEPTS に準

拠した社内検査の仕組みを強化し品質管理を向上させるという目的には充分応えていない。  

効果的な研修プログラムとその実施方法 

トレーニングセンターは、LEPTS 訓練の拡充と、IPSM に沿ったテキストの改定に対して

高い期待を持っている。しかし、現状は 6.5(6)項に記載の通り、外部の規定に依存した状態

で研修内容の改定・拡充を進めることは困難と考える。また、研修効果の観点からも、問

題がある。同センターの LEPTS トレーニングは、新入社員を対象で、法令と矛盾する社内

規程を教えることが、「法令順守が絶対ではない」「社内規程が優先する」という誤ったメ

ッセージを送る可能性が懸念される。この点からも、外部の規定に依存することは技術的、

人材育成上の課題の一つである。 

iv) 

LEPTS 運用上 MEM が行うべき能力強化の対象者は、MEM 本部に勤務する技術者と全国

の PDEM の技術者である。前者は過去に行われた様々な技術協力（例えば STEP 1、2 およ

び IPSM）等を通じ能力強化の機会を与えられて来たものと、ごく最近採用された者が混在

している。PDEM の職員は、より需要家に近い地方での業務を経験しており、業務の内容

や技術水準がかなり多様である。多くは中央・地方の行政機関における限られた経験しか

なく、LEPTS 運用に必要な電力開発プロジェクトの現場での経験や知見が不充分である。

他方、PDEM は行政官という職務から、高度な技術的知見が求められてはいないにも関わ

らず、技術的に高度な内容の研修が好まれているなど、実際の業務に合致した研修が行わ

れることが望まれる。 

人材育成の対象者および技術水準の多様性 

なお、これらの課題を踏まえた、LETPS 研修等の改善についての提言は 9.1(3)iv)項にてそ

の詳細を述べる。 

6.6. パイロット地域でのLEPTS理解促進セミナー 

(1) LEPTS理解促進プレセミナー（2011年2月25日） 

2011 年 2 月 25 日に国際協力研修センター（ICTC40

本プレセミナーは、今後 Xieng khouang 県, Savannakhet 県および Champasak 県の計 3 県に

）においてPDEMおよびEDLをビエン

チャンに招待し、LEPTS理解促進プレセミナーを開催した。DOE のHatsady次長、JICAラオ

ス事務所の米山次長の挨拶に続き、各部署によるプレゼンテーションおよびディスカッシ

ョンが行われた。 

                                                        
40 International Cooperation and Training Center, Ministry of Foreign Affairs 
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おいて開催する LEPTS 理解促進セミナーに先立つものであり、本プロジェクトの共通認識

の醸成および各県が抱える問題について情報収集や意見交換を目的に実施した。添付資料 
IV(5)a)にセミナーのプログラムを示す。 

3 県が抱える課題はおおむね以下のとおりであり、今後各県で開催するセミナーへの貴重

な情報となった。 

• PDEMのエンジニアは10名に満たず、鉱業と電力を広く取り扱っており土木など特別な

技術を持っているわけではない。 

• LEPTSの手続きや記入様式が難しい。 

• PDEMは知識や経験が乏しいため、県EDLに検査を任せるもしくは共同で検査を行って

いる。 

• PDEMからは、実用的な検査を望んでいる。 

• PDEMにとって5MW未満の小水力技術および配電技術が特に必要との認識である。 

(2) 地方セミナーの改善および教材の開発 

専門家は、地方セミナーの実施方法の改善を目的とするいくつかの取り組みを行った。

第一年次には、上記プレセミナーと後述のチャンパサックでのプレセミナーの計画・実施

等を共同で行うことを通じて、DOE のセミナー運営方法の改善を図った。主な改善点は以

下のとおりである 

• 過去にDOE主催で実施されたセミナーは、その計画、準備、実施および結果の評価の一

連の手順（予算、配布物、教材、作業分担等）を洗い出し、これらをチェックリストに

した。 

• 準備段階で特定の人が作業に関わるのではなく、作業チームを作り、共同で準備作業を

行うことを定型化した。 

• 事後の評価をきちんと行うこと（特に、参加者の評価を踏まえて、運営側の反省会を必

ず実施する）。 

• 準備段階で発表資料（使用するスライド、教材等）の事前チェックを行う。必要に応じ

て、発表の予行演習を行う。 

• 上記を踏まえて、地方セミナー運営のマニュアルを若手職員向けの教材として作成した。 

現在は、地方セミナーの計画、準備および運営は C/P 側のみで実施している。 

(3) パイロット地域でのLEPTS理解促進セミナー 

i) 

2011 年 6 月 6 日～ 9 日にかけて、地方への LEPTS の理解促進の目的でラオス南部の

Champasak において第 1 回セミナーを開催した。対象者は Champasak PDEM の技術者およ

び県 EDL の技術者で、分野は水力土木・水力発電設備・配電を主として、送電・変電につ

いても行った。主な参加者は以下の通りである。 

第 1 回セミナー（Champasak）（2011 年 6 月 6～ 9 日） 
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• DOE： Mr. Bouthep（部長）、Mr.Veingsay（水力発電設備および変電）、 

  Mr.Thammanoune （配電）、Dr. Phoukhong（水力土木）、Ms.Santisouk（送電）、

  Mr.Phouxay（配電）、Mr. Va（水力発電設備および変電）、 

  Mr. Liar （水力土木および配電） 

• Champasak PDEM 8名、EDL14名、JICAラオス事務所2名 

• 専門家： 川上副総括（水力土木）、藤田専門家（水力発電設備）、丸岡専門家（送電）、 

 福永専門家（配電） 

講義資料およびプレゼンテーションは全て C/P が準備し、現場での検査研修についても

C/P が主体となって行った。専門家は準備の手伝いや、質疑応答などで C/P が回答しきれな

い時に説明を行った。使用言語は全てラオ語で、専門家が発言する時の英語－ラオ語通訳

は C/P が行った。 

初日は講義、2 日目は水力土木・水力発電設備の現場検査研修、3 日目は配電の現場検査

研修、最終日には質疑応答を経て、参加者全員に、DOE 総局長とプロジェクト総括の署名

入り参加証（Certificate of Participation）が配られた。セミナーのプログラムを添付資料 
IV(5)b)に示す。 

(a) 課題等 

• 今回の研修は専門家が資料やプレゼンテーションを準備するのではなく、C/Pが主体と

なって全てを運営した。学ぶこと（知識を身につけること）と、教えること（実践する

こと）の難しさを学ぶ良い機会となった。実際各分野で10以上の質問を受け付け、その

回答案を準備し専門家と議論する機会を通じて、C/Pの能力向上（意欲）への動機付け

の良い機会となった。 

• 最終日の午後、C/Pと専門家（JICAラオス事務所がオブザーバー参加）反省会を開催し、

今後へ向けての改善点を議論した。 

(b) 反省会における議論の概要 

• 講義時間が短すぎたため、重要項目の条文説明を詳しくする、質疑応答の時間を十分に

取るなどして、もう少し長い時間を取るべきである。講義を2日として現場は1日（2チ
ーム）とすることを検討。現場に行く人数が多すぎた（興味のない者も見受けられた）

ので、事前にアンケートを取って、二手に分けた方が良い。 

• 予想もしなかった質問もあったので、大変勉強になった（DOEより）。 

• EDLのトレーニングセンターや本社から来たエンジニアは、PDEMよりレベルが高すぎ

るため、次回の参加について意見を聞いたが、彼らから色々質問を出してもらうのも勉

強となるので、次回もお願することとなった。 

• 今回の質疑応答は全て英訳し、専門家の回答も入れて次回に備えることとする。 

ii) 

第 2 回 LEPTS 理解促進セミナーが 2012 年 10 月 22～25 日に Xieng Khouang 県で開催さ

れた。Champasak 県で開催された前回のセミナーの反省を生かし、カウンターパートと専

第 2 回セミナー（Xieng Khouang）（2012 年 10 月 22～25 日） 
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門家はプログラムを見直した。PDEM の技術者は配電、小水力、水力発電設備を担当して

いるので、参加者は全ての分野で知識を得ることができるように、個別の現場 OJT が行わ

れた。また、予期しない時間延長を防ぐため、質疑応答の時間をそれぞれの講義の後に意

図的に組み込まれた。修正したプログラムおよびカウンターパートの積極的な関与のおか

げで、セミナーは順調に進んだ。添付資料 IV(5)c)にセミナーのプログラムを示す。 

他の PDEM での将来のセミナーや研修のための教育ツールとして活用するために、質疑

応答を含む講義や現場 OJT の風景が本プロジェクトで提供されたビデオカメラで撮影され

た。 

セミナー最終日の午後、カウンターパートと専門家は反省会を開き、次のセミナーに向

けて改善されるべきことを議論した。 

(a) 参加者 

• DEM：  Mr. Bounsy（副局長) 

 (PEPMD)  Mr. Houmphan（部長）、Dr. Phoukhong（部長代理、 水力土）、 

  Mr. Phouxay（送電）、Mr. Va（水力発電設備）、Mr. Kila（変電） 
(SOEMD)  Mr. Lair（水力土木）、Mr. Southaphone（送電）、Mr. Sonephuang（変電） 
(EEMD)  Mr. Thammanoune（部長）、Mr. Sengpheth（配電）  

• XiengKhouang PDEM 15人、EDL 7人 

• Provincial Division and Private Companies 15人 

• JICA ラオス事務所：譲尾次長  
• 専門家： 川上副総括（水力土木）、木下専門家（水力発電設備）、和田専門家（配電）、 

 小野澤専門家（研修強化） 

(b) 活動概要 

• 電力法および水力土木の講義が10月22日に行われた。本邦でのカウンターパート研修に

参加したPDEM代表が研修で得た知識や経験を共有するために、プレゼンテーションを

行った。 

• 10月23日には、水力発電設備、変電、配電および送電の講義が行われた。 

• 10月24日にNam Ka 水力発電所およびPhonsavanh変電所で 現場研修が行われた。 

• 10月25日には、セミナーで出た質問に対して、カウンターパートが回答した。現場研修

時に撮影した設備写真を用いて、配電の追加講義が行われた。 

• 10月25日に、修了証が講義と現場研修全てに参加した者に渡された。 

(c) セミナー最終評価会概要（取り上げられた課題等を含む） 

• C/Pは自信をもって、プレゼンテーションや現場研修を行った。現場OJT間は、カウン

ターパートは手引書を適切に使用し、積極的に参加者に指導していた。 

• 新たにDEMに配属された人を含む全てのC/Pは、セミナーの多岐にわたる準備等に積極

的に関与し、セミナー中は協力し合ってう姿が見られた。 
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• 全体的に、前回のChampasak セミナー時と比較し、順調にセミナーが進んだ。一方、

配電のように講義時間が短いというC/Pもいた。次回のセミナーのプログラムは申し少

し議論されるべきである。（次回のSavannakhetセミナーでは配電の講義時間を増やし

た。） 

• 次回セミナーに先立ち、参加者を見直すべきである。大多数の参加者は、セミナーの本

質的な内容である小水力の基礎知識を欠如していた。現場研修に関しては、C/Pが参加

者全員に指導し、安全も確保するのは難しいので、設備や専門に応じて、現場研修への

参加者を厳選すべきである。 

iii) 

IPSM プロジェクトの日程では最後となる、第 3 回目のセミナーが 2013 年 1 月 21 日から

25 日の日程でサバナケット県において実施された。本セミナーは、過去 2 回のセミナーで

の経験を踏まえ、開催準備の手順、セミナーの内容が深化されている。そのため、準備の

当初から業務のほとんどは C/P で実施し、専門家はその実施について必要な場面において

助言や支援を行うこととした。なお、今回は開催場所の地理的制約から小水力発電施設な

ど現場での OJT の実施を見送った。今回のセミナーは講義が中心となったが、PDEM の中

心的な業務である DL と小水力に関しては、前回までの内容の見直しを行い、やや平易かつ

手続きなど基本的な内容に変更して実施した。DL の内容は、より実務に近い実践的な内容

（書類の審査手続き、それに基づく検査の実施等）に絞って行われた。発表の終了後、質

疑応答のための時間を充分取り、PDEM との意見交換も行った。同セミナーのアジェンダ

を

第 3 回セミナー（Savannakhet）（2013 年 1 月 22～24 日） 

添付資料 IV(5)d)に示す。 

(a) 参加者 

• DEM：  Mr. Bounsy（副局長）  
(PEPDM)  Mr. Houmphan（部長）、Dr. Phoukhong（部長代理、水力土木）、 
  Mr. Phouxay（送電）、Mr. Va（水力発電設備） 
(SOEMD)  Mr. Veingsay（部長）、Mr. Lair（水力土木） 
(EEMD)  Mr. Thammanoune （部長）、Mr. Sengpheth（配電） 

• Savannakhet PDEM 9人、EDL 1名、ECI 1名 
• Provincial Division and Private Companies 13人  
• 専門家：中西総括（水力土木）、高橋専門家（変電）、小野澤専門家（研修強化）、 

 織田専門家（水力土木補助） 

(b) 活動概要 

• 1月22日には、電力法および水力土木に関する講義が行われた。PDEMの主任技術者か

ら、昨秋実施された本邦研修で習得した知見や経験を共有するための発表が行われた。 

• 水力発電設備、変電、配電および送電に関する講義を1月23日に実施した。 

• 1月24日には、質疑応答を実施した。C/PがPDEMからの全ての質問に答え、LEPTSおよ

びそのガイドラインの運用に関する様々な議論を行った。 

• 評価会終了後、PDEMにLEPTSに関する図書2セットが贈呈され、セミナーの修了条件
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を満たした参加者に対して修了証が渡された。 

 (c) セミナー最終評価会概要（取り上げられた課題等を含む） 

• OJT実施予定の小水力開発プロジェクトの立地が遠距離にあることから、今回のセミナ

ーにおいては現場におけるOJTを実施することができなかった。参加者の間からは、実

地でのOJTを実施すべきであったという指摘があった。 

• 今年MEMに雇用された若い技術者達は、今回のセミナー実施に必要なさまざまなロジ

スティックや前回・前々回から繰り返し実施している様々な作業を分担して責任を追っ

て行うことができた。  

• 評価会では、PDEMは多くの非技術的課題（多くが関係法の適用手順等）が取り上げら

れた。例えば、PDEMは地方政府が許認可権をもつ小水力発電プロジェクトの許認可手

続きについての明確化が必要との指摘をした。 

• また、事業開始の前提となるMOU締結の様式が規定されていないことから、MOUをど

のように締結すれば良いのか不明確である（所掌：DEB）。また、事業者が検討・提出

すべきF/Sの形式、要件ならびに、その評価方法について規定がなく、どのように審査

手続きを進めてよいのかが明確になっていない(所掌：DEPP)。 

• さらに、MEM以外の他省庁と横断的な調整が必要な事項（流域における水利用、道路

敷の区分、保護区域や自然公園における伐採手続き等）に関する手続きが不明確である。

これらの課題は複雑で複数省庁間の調整が必要なものであることから、このセミナーの

場でDEMが充分な答えを示すことは難しく、今後これらの明確化が求められる。 

6.7. 本邦でのカウンターパート研修 

(1) 第1回カウンターパート研修（2011年9月1～13日） 

2011 年 9 月 1～13 日にかけて、本邦で第 1 回カウンターパート研修を開催した。JICA ラ

オス事務所およびカウンターパートと相談の結果、DOE から 4 名、さらに地方セミナーの

開催県 Chmampasak PDEM からの 2 名の計 6 名を参加者とした。研修プログラムを添付資料 
IV(6)a)に示す。 

(a) 研修概要 

研修生がそれぞれの専門分野で効果的に習得ができるように、分野毎に分かれて研修を

実施した。研修はどの分野も、講義だけでなく工事現場や電力設備の視察を中心した OJT
を実施した。現場の視察内容は、以下の通りである。 

（中部電力） 

• 人財開発センター視察（水力土木および配電） 

• 徳山発電所工事現場視察（水力土木および配電） 

• 越戸ダム視察（水力土木） 

• 豊田営業所視察（配電 現場視察） 
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（関西電力） 

• 桜井線建設工事現場視察（送電） 

• 北葛城変電所視察（変電および送電） 

• 宇治水力発電所視察（水力発電設備） 

• 喜撰山揚水発電所視察（水力発電設備） 

• 天ケ瀬水力発電所視察（水力発電設備および変電） 

全ての視察を終えた後には、質疑応答および審査・検査体制に関する集中討議を実施し、

研修内容について理解の定着を図った。 

(b) 課題等 

• 実際の工事現場・電力設備を視察して理解を深めることができたため、研修の成果をラ

オスの審査・検査能力の向上に役立てることができるという意見が大半であった。 

• PDEMから研修生が参加することについては、研修の成果を地方で広めることができる

というメリットがあり、研修生達からも賛成という意見が出た。そのため次回のC/P研
修でも、今回と同様PDEMからの参加を検討することとした。 

(2) 第2回カウンターパート研修（2012年9月6～19日） 

第 2 回カウンターパート研修が、9 月 6 日～19 日にかけて日本で開催され、DEM から 4
名、Xieng Khouang PDEM および Savannakhet PDEM からはそれぞれ 2 名の計 8 名が参加し

た。研修プログラム添付資料 IV(6)b)に示す。研修内容は講義と現場見学とともに、質疑応

答や PDEM の現状に関する集中討議も行われた。PDEM に関する主な現状は以下の通りで

ある。 

(a) 研修概要 

研修生がそれぞれの専門分野で効果的に習得ができるように、参加者は 2 つのグループ

に分けられ、1 つのグループは水力土木および配電分野、他方のグループは水力発電設備、

変電および送電分野である。研修はどの分野も、講義だけでなく工事現場や電力設備の視

察を中心した OJT を実施した。現場の視察内容は、以下の通りである。 

（中部電力） 

• 西平ダム視察（水力土木および配電） 

• 越戸ダム視察（水力土木） 

• 旭名東営業所視察（配電） 

• 人財開発センター視察（水力土木および配電） 

（関西電力） 

• 南姫路変電所視察（変電および送電） 

• 夷川および蹴上水力発電所視察（水力発電設備） 

• 横大路小倉線建設工事現場視察（送電） 

• 宇治水力発電所視察（水力発電設備、変電および送電） 
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全ての視察を終えた後には、質疑応答および審査・検査体制に関する集中討議を実施し、

研修内容について理解の定着を図った。カウンターパートからの大半の意見は、実際の工

事現場・電力設備を視察して理解を深めることができたため、研修の成果をラオスの審査・

検査能力の向上に役立てることができるという意見が大半であった。 

(b) 課題等 

研修後には、カウンターパートと専門家が将来の PDEM の能力強化に必要な事項や地方

セミナーについて、議論が行われた。主な内容は以下の通りである。 

• 地方には、要員数に限りがあるものの、「管理」、「プロジェクトの推進」そして「規

制」といった多方面な業務がある。 

• 配電線工事において、PDEMが発注者であるにも関わらず、建設会社がその会社独自の

フォームで主任技術者届を提出しており、LEPTSで規定されている手続きに反する。 
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7. 合同調整委員会(JCC)開催記録 

合同調整委員会(JCC)が合計 4 回開催された。会議の主な目的は 

i) プロジェクトの設計や進捗状況の共有 
ii) プロジェクト進め方についての協議  
iii) 上記事項に対する合意形成 

委員会は、プロジェクトディレクター（DOE 総局長/ MEM 副大臣）および JICA 所長を

共同議長とし、MEM、EDL、JICA および関係機関からの代表者が招待された。 

7.1. 第 1 回JCC 

第 1 回 JCC は 2010 年 11 月 4 日（木）の 14:00 より、DOE の会議室において行われた。

出席者は Viraphonh DOE 総局長、戸川 JICA ラオス事務所長、EDL 副総裁を始め、約 30 名

の参加を得て開催された。Viraphonh 総局長、戸川所長挨拶に続き、プロジェクト専門家よ

りワークプランの内容についてプレゼンテーションが行われた。主な論点は以下の通り。 

添付資料 V(1)に専門家によるプレゼンテーション資料および議事録を示す。 

• （Viraphonh総局長）現在、外国から水力IPPが沢山入ってきていて、30年後には自国の

設備になるのに、審査・検査の体制が十分に取れていない。本プロジェクトを通じて効

率的な審査・検査体制が構築され、基準を守った電力設備が増えることを期待している。 

• EDLでは研修所および本社のテクニカルセクションでLEPTSを取り扱っている。 

7.2. 第 2 回JCC 

第 2 回 JCC は 2011 年年 11 月 14 日（月）の 13:30 より、DOE の会議室において行われた。

Viravong MEM 副大臣及び戸川 JICA ラオス事務所長を共同議長とし、Boun Oun EDL 副総裁

を始めとする 25 名の出席者を得て開催された。Viravong 副大臣からは本件プロジェクト実

施に至った背景及びこれまでの進捗に関する説明がなされ、また、戸川所長からは、電力

というラオスの発展にとって欠かすことのできない分野の健全な発展のために MEM が担

うべき役割は大きく、その中でも、IPP の推進と規制という相反する重要課題をバランスよ

く克服することが大変重要との主旨の挨拶を頂戴した。続いて、プロジェクト専門家より

これまでの活動概要と課題、また、これらを踏まえた第二年次活動の基本方針及び重点項

目について説明がなされた。 

協議議事録を添付資料 V(2)に示す。主な合意事項は以下の 4 点である。 

i) 

ガイドラインが制定されてから、電力法の改正、組織の改編があり、ガイドラインに示

LEPTSガイドラインの改正 
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された LEPTS の手続きが現状に即さなくなっており、事業者にとってもわかりにくくなっ

ていることから、現在進められている電力法の改正及び MEM の再編を踏まえ、ガイドライ

ンを改正することとなった。 

ii) 

IPP、とりわけ、既に MOU や PDA を交わしている事業者に LEPTS を遵守させるため、

LEPTS に従って規制・承認の手続についてわかりやすく解説した文書を作成し、IPP との交

換文書（MOU、PDA、CA）に添付することとなった。解説文書は専門家の支援により DOE
が主体的に策定する。また、EPD は承認手続及び LEPTS の要求事項について説明する IPP
向けの会合を開催することとなった。 

合意文書－MOU、PDA、CAへの添付書類の作成 

iii) 

ラオス側より日本側に対して、手引書について審査についても適応できるよう、より技

術的な内容を掲載して更新するよう要望がなされた。また、手引書はラオス側によりラオ

語に翻訳されることとなった。 

実用的な手引書・ケースブックの整備 

iv) 

DOE からの要望に応じて、コンサルタントは第二年次活動の活動計画書を策定し、2012
年 1 月までに提出する。 

活動計画書（ワークプラン）の改訂 

7.3. 第 3 回JCC  

第 3 回 JCC が 2012 年 12 月 4 日（火）の 13:30 より、MEM 6 階会議室において行われた。

Khammany MEM 副大臣、戸川 JICA ラオス事務所長を共同議長とし、JICA、DEM、EDL 等

22 名の出席者を得て開催された。Khammany 副大臣、戸川 JICA ラオス事務所長の開会挨拶

の後、専門家からプロジェクトの進捗報告やロードマップ案の提示等のプレゼンテーショ

ンを行った。 

JCC での議論された主要な内容については、添付資料 V(3)に示す通り MEM および JICA
により署名された議事録に記載された。参加者による主な合意事項は以下の通りである。 

i) 

日本側は 3、5 および 10 年の時間枠での今後の活動を示し、プロジェクト終了後のロー

ドマップ案を提示した。日本側は政府の効果的な規制枠組を進展するのに必要とされるロ

ードマップ案を説明した。ロードマップ案は参加者から今後の検討として認識された。 

今後の活動の提案（ロードマップ案の提示）の認識 

ii) 

ラオス側は、本プロジェクトで展開された地方セミナーを継続することで、PDEM の能

力強化を高めることができるように、日本側に DEM の支援を要望した。JICA は PDEM を

対象とした能力開発の拡大は必要であると認識した。同時に、JICA は、世界銀行によって

資金提供されている、PDEM の能力開発のために進行中の同種の活動との重複に懸念を示

した。同じ目的を持つこれらのセミナーは、少ない資源での効率性を向上させるため、境

JICAによる継続的支援 
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界を見直し、明確にする必要性が提案された。 

iii) 

ラオス側はラオス国での流域管理の必要性を指摘した。JICAは世界銀行およびアジア開

発銀行の水力や灌漑といった関係者による定期的な調整委員会を設立して流域管理のパイ

ロットプロジェクトを実施していることを説明した。JICAは、世界銀行は現在、河川法を

改訂するために前向きに取り掛かっていることを説明した。流域管理におけるMEMと資源

環境省（MoNRE

流域管理 

41

7.4. 第 4 回JCC 

）との役割の明確化の必要性も強調された。 

第 4 回 JCC は 2013 年 3 月 11 日（月）の 14:30 より、MEM 6 階会議室において行われた。

Khammany MEM 副大臣、武井 JICA ラオス事務所長を共同議長とし、JICA、DEM、EDL そ

の他関係箇所から 25 名の出席者を得て開催された。Khammany 副大臣、武井 JICA ラオス

事務所長の開会挨拶の後、専門家からプロジェクトの成果報告や今後への提言等のプレゼ

ンテーションを行った。 

添付資料 V(4)に協議議事録およびプレゼンテーション資料を示す。主な合意点は以下の

3 点である。 

i) 

今後の電力セクターの規制について、事業者やコントラクタへの普及、規制対象の絞込み、

LEPTS やガイドラインの修正の必要性について専門家が提案を行い、参加者の間で認識の

共有を図った。 

今後の活動へ向けた提案に対する認識 

ii) 

JICA 評価員は、PDM で示された指標のうち、PDEM や EDL に関連する部分について達

成できなかったことに対して、疑問を呈した。これに対してラオス側は、PDEM には人的、

技術的要因があり、EDL には調達手続きの問題があることを指摘した。 

JICA評価委員による中間評価について 

iii) 

ラオス側は、MEM や PDEM の能力向上に対する支援を引き続き行うよう要請した。JICA
はその必要性については認識する一方で、将来構想について更なる議論が必要であると提

案した。 

JICAによる継続的支援 

 

                                                        
41 Ministry of Natural Resources and Environment 
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8. その他の活動 

8.1. Bolikhamxay県での世界銀行地方セミナーへのオブザーバ参加 

(a) 日程：2011 年 10 月 3～5 日 

(b) 参加者 

• DOE： Mr. Veingsay（水力発電設備および変電）、Dr. Phoukhong（水力土木）、 

  Mr. Tammanoune（配電）、Dr. Xayphone（送電） 

• 専門家： 中西総括（水力土木）、丸岡専門家（送電） 

• JICAラオス事務所：譲尾次長（10月4日のみ参加） 

(c) 活動内容 

• World Bank主催のセミナー”Training Workshop on Capacity Building for the Hydropower 
Sector”がBolikamxai県で開催された。5県 (Vientiane、Bolikhamxai、Xieng Khuang、
Khammouane、 Savannakhet)のPDEMを対象とした水力発電設備の環境調査・LEPTSの
普及にかかる地方セミナーであったため、JICAからもオブザーバとして参加した。レ

クチャーはすべてラオ語で実施された。 

• 机上レクチャーでは、IPP事業者が遵守すべきLEPTSの申請フローの説明がなされた他、

水力土木・水力発電設備・変電・配電・送電の各分野でLEPTSの概要・審査検査手法が

紹介された。プレゼン資料は、6月のチャンパサックセミナー資料をベースにDOE側で

都度修正を加えた資料を使用した。また、専門家側から提供された申請フロー等を適宜

ラオ語に翻訳したうえでセミナー資料として使用された。 

• PDEM要員の小水力設備の理解促進に繋げるために、10月末に完成予定のNam Phao水力

発電所（1.8 MW）を訪問し、設備視察を行った。 

(d) 課題等 

• セミナーの実施内容は実施者・参加者の意見を取り入れ、都度改善する必要があるが、

特にPDEMの役割を考慮したレクチャーを行う必要がある。例えば、水力設備のレクチ

ャーにおいては、大容量水力設備の説明がなされたが、PDEMが担当する小水力に絞っ

た説明とすべきである。また、送変電分野にかかわるPDEMの役割は規定されていない

が、審査・検査についてはDOEが実施することをDOE自身が志向している。この分野

で今後PDEMに何を期待するのかを整理したうえでレクチャー内容を考慮する必要が

ある。 

• Nam Phao水力発電所は、PDEMが審査・検査すべき設備ではあるが、現状PDEMが検査・

審査する能力を有しているとは言い難く、Nam Nhone発電所で実施したようなDOEによ

る技術支援が必要と思慮する。 
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8.2. 本邦研修帰国セミナー 

2011 年 9 月 1 日～13 日に実施した本邦研修において習得した知識・経験について、研修

生だけでなく広く関係者でシェアするために、”2nd Seminar on JICA Group Training & IPSM 
Project – Sharing of Knowledge and Experience”が橋本専門家の主導により DOE 主催で開催さ

れた。同セミナーJICA では譲尾次長、橋本専門家の他、日本側からは専門家 2 名が発表

（LEPTS の概要と進捗、配電）を行うとともに、小野澤専門家がパネル・ディスカッショ

ンに参加した。また、本邦研修に参加した C/P 4 名が日本での研修内容と各分野の LEPTS
規制の内容について発表を行った。概要は以下の通りである。 

(a) 日程：2011年11月23～25日 

(b) 開催地：国際協力研修センター（ICTC） Vientiane Capital 

(c) 課題等: 

課題として、前述の世銀セミナーと同様、C/P はこれまでのセミナーや本邦研修の資料

（をラオ語に翻訳したもの）に基づいた説明をしており、PDEM の役割を考慮に入れたプ

レゼンがなされていないことが挙げられる。DOE については自らが規制者であるとともに、

PDEM を技術面で支援する立場にあることから、今後、こうした二面性を認識させ、DOE
が PDEM に対して行うセミナー等の技術支援の内容についても専門家が助言する必要があ

る。本来、こうした点については C/P 自らが創意工夫することが期待されるが、このよう

なことを受け、専門家は第二年次の本邦研修については PDEM に対しても直接役立つよう

な中身や教材を計画し、準備した。 

8.3. BolikhamxayおよびLuang Prabang PDEMへの同行 

本活動期間中に、JICA が別途実施している「小水力開発セミナー」業務の一環として、

PDEM に赴いて地方行政機関の業務状況把握、意見交換等を実施することとなったため、

本プロジェクト専門家も同行し技術基準の運用状況、審査・検査担当部署の人員について

調査した。 

(1) PDEMヒアリング（Bolikhamxai県） 

(a) 日程：2012年3月5日 

(b) 参加者 
• DEPP：Mr. Hashimoto (JICA長期専門家)、Mr. Akhomdeth 

• 電源開発： Dr. Tani、Mr. Wada 

• 専門家：中西総括（水力土木）、木下専門家（水力発電設備） 

(c) 活動内容 
専門家はBolikhamxai PDEM の電力設備の審査検査を担当している人員構成を確認した。

大半の職員は電気技術者であり、英語能力も低いという問題があるという地方の現況を把

握した。規制範囲が広げられたが、現状の監督範囲の設備でさえ職員は不安に感じている。 
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(2) PDEMヒアリング及び水力発電所他調査（Luang Prabang県） 

(a) 日程：2012年3月6,7日 

(b) 参加者 
• DEPP：Mr. Hashimoto (JICA長期専門家)、 Mr. Akhomdeth 

• 電源開：Dr. Tani、Mr. Wada 

• 専門家：木下専門家（水力発電設備）、式町専門家（配電） 

(c) 活動内容 
Luang Phabang の電力セクター事業管理について状況把握、意見交換等を実施するとと

もに、地方部の水力発電設備、配電設備を視察した。スタッフ数不足、技術・知識不足、

車両・調査装置不足に業務が制約されている問題、エネルギー部門担当 7 名が全て電気

技術者（土木技術者 0 名）であり、また英文申請書類は他部署の仲介が必要となってい

る問題、Nam Dong 水力発電所（EDL、1 MW）の運用状況など、地方部の実情を把握し

た。 

8.4. LEPTSの手続き普及セミナーへの参加 

(a) 日付: 2013 年 2 月 13、14 日 

(b) 参加者 
• 専門家：川上副総括（水力土木）、小野澤専門家（研修強化1および2） 

(c) 活動内容 
• 世界銀行の支援を受けてDEMが開催した、主に審査検査手続きを説明する「LEPTSの

手続き普及セミナー」に参加した。MEMのカムニー副大臣を始め、全PDEMとIPP事業

者やEDLがセミナーに参加した。 

• DEMだけでなく、DEBは事業者との契約手続きを、DEPPも開発で続きについてプレゼ

ンテーションを行った。 

• 審査検査のチェックリストなど技術的な資料も配布資料に含まれていたが、DEMから

の説明は技術というより審査検査手続きを主としていた。 

(d) 特記事項 
• 本セミナーはPDEMや興味のある事業者に対して、LEPTSに基づく審査検査の手続きを

包括的に説明するため、DEMが実施したものである。セミナー資料は本プロジェクト

の成果品（手引書や事例集）を効果的に使い、セミナー用にDEM職員がラオ語に翻訳

して編集したものである。 

• 本セミナーは、IPSMで得た資料や知識を用いてMDEMが自主的に開催した実質的に最

初のセミナーである点重要な成果である。 
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9. 今後への提言 

9.1. 電力設備の総合管理 

本プロジェクトの目的は「電力セクターの規制機能が強化される」ことであったが、規

制は電力設備管理の一部に過ぎず、規制を強化するだけでは、上位目標である「LEPTSに適

合した電気工作物数が増加42

(1) LEPTSに関するプロジェクトのレビュー 

し、電力が安定的に供給される」を実現するには十分でない。

こうした観点から、本プロジェクトの活動及びラオス電力セクターの現状を考慮しながら、

規制を含む電力設備の総合的管理について本節では提言としてとりまとめた。 

i) 

STEP 1 のプロジェクト目標は「DOEがLEPTSを制定し、維持管理する能力を身につける」

ことであるが、結果としてはLEPTSが制定されたのみである

STEP 1 

43

ii) 

。STEP 1 終了後に工業手工芸

省令として法制化された電力技術基準（LEPTS）は 2 つの異なるコンポーネントから成る。

すなわち、ラオス国内に施設される電力設備が満たすべき技術基準の部分とその技術基準

が満たされているか否かを国が確認をするという行政手続の部分である。具体的には、全

184 条から成る条文のうち、第 3 条から第 7条が後者に該当し、それ以外は前者に該当する。 

STEP 2 は、その終了時評価報告書

STEP 2 
44においても殊更強調されているとおり、DOEおよび

EDLの技術的能力向上ではなく、LEPTSの運用能力向上を目的として実施された。すなわち、

LEPTSに定められた行政手続の方法について、規制者及び被規制者（事業者）の果たすべき

責任を明確にするとともに、事業者が提出すべき書類、様式、提出時期等について規定し

た運用指針45を制定し、あわせて、保安規則46により同運用指針第 31 条が事業者に策定・提

出を求める保安規程に記載されるべき事項を明確にした。一方、技術的側面については、

LEPTSに定められた技術的要件を満たすべき技術的内容を可能な限り具体的に示した「技術

基準の解釈」47

こうして、STEP 1、STEP 2 を通じて電力規制に必要な法律・図書類は一通り整備された

が策定され、専門用語を統一した語彙集も整備された。また、行政官が実際

に審査・検査を実施するうえでの着目点・留意事項等をまとめた審査・検査マニュアルが

用意された。 

                                                        
42 電力法及び LEPTS は全ての電気工作物が LEPTS に従うことを求めており、こうした目標が設定されること自体自己

矛盾である。 
43 維持管理する能力がないことは、制定後いくつかの制度や組織の変更があったにもかかわらず一度も改訂が行われて

いないことからも明らかである、 
44 『本プロジェクトは、もともと「LEPTS を運用する能力」の向上を図るもので、C/P それぞれの分野での技術的な能

力の全般的な向上を図るものではない。行政官としての LEPTS の運用能力向上（DOE の C/P 対象）あるいは、電力事

業者としての LEPTS を用いた事業監理能力向上（EDL の C/P 対象）に、技術移転の範囲が絞られている。そのため、技

術者として広範な能力を習得することを目的にしているわけではないことに留意すべきである。』 
45 The Guideline on Operating and Managing Lao Electric Power Technical Standards 
46 The Safety Rules for Operation and Maintenance. 
47 The Explanation of Lao Electric Power Technical Standards. 
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が、LEPTSに則した実際の審査・検査はIPSMプロジェクトが実施されるまで一つも行われ

なかった48

iii) 

。 

こうした背景から、本プロジェクトにおいては、運用指針に規定された手続に則した審

査・検査を実施することに注力した活動を実施してきたことは本文に記載のとおりであり、

プロジェクト目標である「電力セクターの規制機能が強化される」については概ね PDM に

沿った形で達成することができた。 

IPSM (STEP 3) 

以上の STEP 1、STEP 2 及び IPSM の一連の活動概要は図 9-1 のようにまとめられる。 

[IPSM] 
• Clarification of regulating IPP procedures (CA attachment)
• Draft plan for logistics (budget for inspection)
• Others (issuance of letters, exchange of minutes, etc.)

[STEP 1] LEPTS

Regulatory Part

Technical Part
Explanation

[STEP 2] Glossary
E&I Manuals[IPSM]

• Instruction
• Casebooks
• Checklist for examination (Level 2)

Guidelines
Safety Rules

[STEP 2]

 

図 9-1： LEPTS に関するプロジェクトの概要 

しかしながら、上位目標である「LEPTS に適合した電気工作物数が増加し、電力が安定

的に供給される」に至る道程はまだまだ遠いと言わざるを得ない状況である。LEPTS に沿

った規制手続は表 9-1 に示すとおりであるが、全ての手続を実施しているプロジェクトは

一つもない。表 9-1 に示した手続は電力法及び LEPTS により規定されたものであり、規制

者・事業者はこれに従う必要があるとされている。さもなければ、その工作物は厳密には

違法であると言う他ない。 

 

表 9-1： LEPTS に沿った規制手続一覧 

種類 事業者 規制官庁 
(DEM/PDEM) 

                                                        
48 STEP 2 で、13 プロジェクトの審査、1 プロジェクトの現場検査が実施されたとされているが、13 プロジェクトの多

くは F/S 段階にあり、そもそも設計図書など作成されていないことから審査は不可能である。また、運用指針に定めら

れた主任技術者届、審査願、検査願などの必要書類の提出や審査・検査後の合格証の発行、是正指示などは一切記録し

て残されていない。 
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種類 事業者 規制官庁 
(DEM/PDEM) 

[Design Stage] 
Chief Engineers Notification (Qualification) 
Field Investigation Plan Application Approval 
Design Criteria Application Examination 

(Approval/Remedy Order) 
Detailed Design 
(before commencement of 
construction) 

Application Examination 
(Approval/Remedy Order) 

[Construction Stage] 
Commencement of Construction  Notification Receipt 
Construction Commencement Report  Submission Receipt 
Chief Engineers  Notification (Qualification) 
Inspection of dam foundation  Application Inspection 

(Approval/Remedy Order) 
Flood management rules  Notification Receipt 
Inspection prior to first impounding  Application Inspection 

(Approval/Remedy Order) 
Examination and Inspection before 
commencement of commercial 
operation  

Application Examination and Inspection 
(Approve/Remedy Order) 

[Operation Stage] 
Report for commencement of 
operation  

Submission Receipt 

Chief Engineers  Notification (Qualification) 
Safety Rules  Submission Receipt 
Regular Report  Submission 

(annually/monthly) 
Receipt 

Accident report  Submission (each case) Receipt 

現状の LEPTS を規範として規制体系の中での今後の進むべき道筋案については、電力規

制ロードマップとしてとりまとめ提案したが、一方で、LEPTS が制定され既に 10 年が経過

した状況に顧みると、LEPTS を規範とした規制体系そのものを見直しや違った方策につい

て検討することも、そろそろ必要であろう。 

(2) 分析および評価 

i) 

LEPTS 及び関連図書類は日本の電力会社に勤務する電力技術者（専門家）が、ラオスの

国情を考慮しつつも、基本的には日本の技術基準及び規制制度を範として策定したもので

ある。 

日本の電力技術基準及び規制制度との比較 

本件プロジェクトの目的は電力行政機関の規制機能の強化であるが、技術移転を進めて

いく中で、日本の電力事業と異なるためにそのまま実施することが困難である、とカウン

ターパートから指摘を受けることが少なからずあった。例えば、 
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•  ラオスではEPC契約（フルターンキー）49

•  日本では信用のある事業者が継続的に事業を営むのに対し、ラオスでは（必ずしも信用

に値するとは限らない）外国の IPP 事業者が単発的な事業形態で（日本と比べ）品質の

低いコントラクタを使って設計・施工している、また、コンセッション期間後はラオス

政府が引き取ることになっているため、日本より規制を強化する必要がある。 

で設計・施工を実施するのが一般的であり、

事業者（EDL）は設計内容や施工の進捗については必ずしも詳細に把握しているわけで

はなく、適時、審査・検査を受けることができない。 

などである。こうしたことから、あらためて、日本とラオスの電力事情について比較評価

してみた。 

まず、電気事業の規模については、表 9-2 に示す通りであり、発電設備容量では輸出用

プロジェクト分を含めても 90 分の 1 強、送電線延長で 33 分の 1、配電線延長で 45 分の 1
程度である。電力販売量では、発生電力量 13 TWh の 6 分の 1 程度が国内販売量であり、日

本の 400 分の 1 以下、人口一人当たりでも 20 分の 1 以下である。しかしながら、日本の電

力需要がほぼ横ばいで新規の設備投資が限られる中、ラオスでは国内外の旺盛な需要の増

加に伴い、今後も設備形成を促進していく必要があり、6 章でも述べたように、現状の設備

規模に比して今後、審査・検査をすべきプロジェクトは相当多い。 

表 9-2： 電気事業規模等の比較 

 日本 (A) ラオス (B) (A)/(B) 
Population (million) 127.1 6.4 19.9 
Land area (km2 377.9 ) 236.8 1.60 
Number of employee 
(electric power enterprises) 

134,767 3,491 38.6 

Installed capacity (MW) 228,479 2,581 88.5 
Annual generation (GWh) 918,236 12,821 71.6 
Electricity sales (GWh) 906,417 2,228 406.8 
Sales per capita (kWh) 7,133 346 20.6 
Performance index50

(MWh per capita) 
 6,726 638 10.5 

Transmission lines (km) 101,478 3,076 33.0 
Distribution lines (km) 1,298,657 29,158 44.5 

(Source) JEPIC Statistics 2010. 

一方、電気事業の体制は表 9-3 に示すように大きく異なる。 

 

                                                        
49 設計から機器・資材・役務の調達、建設及び試運転までの全業務を単一のコントラクタが一括して定額で、納期、保

証、性能保証責任を負って請け負う契約で、プラントのキー（鍵）を回しさえすれば稼働できる状態で事業者に引き渡

されるもの。 
50 Sales per employee（従業員一人当たりの電力販売量） 
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表 9-3： 電気事業（規制）体制の比較 

 日本 ラオス 

Regulatory 
authorities 

METI & NRA (ex NISA) 
(160 & 500 approximately)  

DEM & PDEMs 
(24 in DEM & part-timers in PDEMs)  

Developer 
(Owner) 

Mostly Japanese  
10 power utilities (private) 
2 wholesalers (EPDC, JAPC)  
Local governments (hydro) 
Other IPPs  

EDL (state owned) 
Foreign investors 
Domestic investors 
MEM (distribution lines) 
PDEM (small hydro, distribution)  

Design & 
construction 
management 

In-house engineers of developer  (Full turn-key contract) 
EPC contractors 
appointed consultants  

Contractors  Mostly domestic 
Manufacturers 
(Toshiba, Hitachi, MHI etc.)  
General contractors 
Subsidiaries of power utilities  

Foreign contractors from various 
countries according to developers and 
financiers  

日本では、電気事業者については、発送配電を垂直統合した形態で地域への供給責任を

負う 10 社の一般電気事業者、一般電気事業者へ電力を供給する 2 社の卸電気事業者（2,000 
MW以上の発電設備を有するもの）、IPP及び地方自治体などの卸供給電気事業者などである

が、基本的には日本法人もしくは地方自治体が主たる電気事業者である51

これに対してラオスの場合は、国内電力供給事業者は主として国有企業である EDL と

EDL を供給先とする国内向け IPP であり、また、輸出向け IPP として多くの海外事業者が

電気事業を実施しており、EGAT や EVN などの海外オフテーカである点も状況を複雑にし

ている。 

。一般に日本の電

気事業者はほとんどの場合、自前の電力技術者を常時抱えており、設計・施工管理等は直

営で行われる。また、施工業者・製造者についても、基本的には日本の重電メーカー、ゼ

ネコン、あるいは一般電気事業者の子会社である。このような事業形態から、日本の電気

事業は日本の技術基準に精通した関係者により実施されており、事業者はプロジェクトの

進捗・品質について正確に把握・管理している、ということができる。また、限られた事

業者・施工業者が継続的に事業活動を行っている点は規制を積極的に順守しようというイ

ンセンティブが働きやすい環境ということができる。 

また、設計・施工（管理）については EDL、IPP の別を問わず、EPC 契約（フルターンキ

ー）が一般的であり、事業者は品質や進捗について管理しているわけではない（逆にこう

した能力をもたない事業者がフルターンキー契約を選好するということもできる）。また、

IPP に関しては、運転・維持管理についても委託実施することも珍しくない。 

LEPTS では、日本の事例にしたがい、設計・施工管理・運転について事業者が一義的に

責任を負うこととなっているが、こうしたラオスの実情を踏まえると、LEPTS の厳格の運

用は必ずしも容易ではない。 

                                                        
51 上場企業の 10 %以上の株式取得は外国為替及び外国貿易法に定められた事前届出の対象とされている。 
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ii) 

前述のように、LEPTS は技術基準と行政手続である規制手続から成るものであるが、技

術基準については基本的には国際的に大きく異なるものではなく、また、国等の規制機関

による審査・検査を受ける、受けないにかかわらず一定の品質を確保するために自主的に

順守すべき性質のものである。一方、規制手続については、公衆保安等の観点から国等（規

制者）が個別に定めるものであり、国情に応じて異なるのは当然のことである。日本の場

合、事業用電気工作物の保安に関しては、設置者の自己責任原則に基づく自主保安を原則

としながら、

技術基準と規制手続 

図 9-2 に示すような体制で保安確保が図られている。 

技術基準
維持義務

国の直接監督

自主保安体制

保安規程の作成，届出，順守

主任技術者の選任

自主検査

工事計画届の受理

安全管理審査

使用開始届の受理

事故その他の報告義務付け

立ち入り検査

技術基準適合命令
保安規程改善命令  

(Source) Japan Electric Engineers' Association. 

図 9-2： 日本の事業用電気工作物の保安確保体制 

LEPTS ではこうした日本の保安体制を範にとり規制手続が定められているが、こうした

保安確保のための包括的なコンセプトまでは理解されていない。ともすると、事業者によ

る自主検査の前提なしに、全てを国の直接監督により保安確保を図ろうとするきらいがあ

り、そうであれば日本を参考にした保安体制ではなく、他国の事例を参照すべきである。 

なお、行政手続については、2011 年に改訂された電力法において、表 9-5 に示すように

LEPTSの規定とほぼ同趣旨の規定がなされており、誤解を避けるためにも電力法に統一し、

LEPTSは純粋な技術基準（設備基準）52

iii) 

とすることが法体系の観点からも望ましいと考えら

れる。 

経済学でいうゲーム理論を適用すれば、規制は大きく 2 種類に分類できる。すなわち、

ゼロサムゲームと協力ゲームである。例えば、公害規制のような場合、規制がなければ事

電力技術基準の特性 

                                                        
52 技術基準は必ずしも省令等の法律である必要はなく、民間基準であってもよい。ラオスの場合、然るべき学協会が整

備されていないことから、国が権威付けをしていると理解すればよい。 



 

 61 

業者は排気や排水のような汚染物質をコスト抑制のために何の処理もすることなく放出す

るであろう。こうした状況はゼロサムゲームに例えることができる。一方、電力設備に関

する規制についてはどうであろうか。電力規制の最も重要な目的の一つとして、電力の安

定供給及び公衆安全の確保のために品質の高い設備を施設することが挙げられるが、質の

高い電力設備がもたらすであろう電力安定供給は、消費者はもちろんのこと、期待収益が

確保され、かつ、計画外補修によるコストが抑制できることから、供給者の側にも便益を

もたらすものである。また、標準化された設備仕様は請負者や製造者にとっても製造原価

の低減や在庫の確保というような形で便益があろう。加えて、技術基準に適合しているこ

とは、事故やトラブルの際、事業者や請負者に過失や怠慢がなかったことの証明にもなり

うる。こうした意味で、電力規制については（無論全てではないが）協力ゲームの側面が

あり、被規制側の事業者や請負者が積極的に順守しようとするインセンティブが組み込ま

れているということができる。 

iv) 

本プロジェクトでは、目的の一つとして実際に審査・検査を実施することに重点が置か

れており、6 章で示したように実際のプロジェクトについて法定検査を実施し、是正指導や

合格証の発行など、LEPTS に定められた手続を確実に実施するための支援を行った。一方

で、実際の検査における指摘事項は事業者が実施すべき書類の提出に関する是正がほとん

どであり、技術的な面での指導までは至らなかった。このことは、LEPTS が事業者に全く

普及していないことを意味している。 

検査の状況 

規制が正常に機能するためには、一義的には被規制者が規制内容を熟知し誠実に遂行す

ることが前提であり、その上で特に重要なチェックポイントについては国（規制者）とし

ても検査をする、という規制関係者全員の役割分担・協力が必要であり、規制者の能力を

向上させるだけの一方向の支援では健全な規制の実現は困難である。 

LEPTS 及びガイドラインについては、省令として法制化されており、全ての電力関係者

は順守することが求められており、特に事業者への啓蒙活動など必要ない、というのは至

極当然の意見である。しかしながら、一方で使用前検査など法令で定められた手続を経る

ことなしに商業運転を始めてしまう、言ってみれば違法行為が容認された状態が巷間に満

ち溢れている状況を鑑みれば、法令を順守する・させるという政府トップレベルの強いコ

ミットメントが必要であり、さもなければ、事業者への啓蒙普及活動にも取り組む必要が

あろう。 

(3) 提 言 

上記の整理・分析に基づき、将来の健全かつ合理的な電力規制の在り方について、以下

のとおり提言としてまとめた。 

i) 

LEPTS（電力技術基準）は、設計、建設及び運転を適用範囲とする設備基準であり、その

原則は以下に示すとおりである。 

技術基準及び規制の目的及び必要性の明確化 
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• 電気工作物は、人体に危害を及ぼし、又は物件に損傷を与えないようにすること。 

• 電気工作物は、他の電気的設備その他の物件の機能に電気的又は磁気的な障害を与えな

いように施設すること。 

• 電気工作物の損壊により電気の供給に著しい支障を及ぼさないようにすること。 

• 電気工作物は、周辺環境に悪影響を及ぼさないように施設すること。 

このように、LEPTS は万能な電力技術基準ではなく、その適用範囲及び上記の原則に従

う範囲においてのみ効力を有するものである。言いかえれば、他の目的・原則を果たすた

めには、異なる基準が必要であるということである。例えば、LEPTS は FS の審査に適用す

べきではないし、また、設備基準である LEPTS だけで電力の安定供給が果たせるというも

のではなく、グリッドコードなどの運用基準も必要ということである。また、IPP 設備の事

業期間終了後の引渡しを心配するのであれば、違う基準を設けるべきである。 

ii) 

LEPTS の序文においても明言されているとおり、電力技術基準は、技術の進歩だけでな

く、現実の電力設備の状況、周辺環境などに柔軟に対応すべきで、適宜、適切に改訂され

ていくべきものである。将来 LEPTS を改訂するうえで、考慮すべき視点を以下に整理する。 

LEPTSの改訂 

(a) ラオス国内の電力設備に適用されている技術基準の整理 

LEPTS の改訂を行う前に、まずラオス国内の電力設備に適用されている技術基準につい

て整理し、比較検討を行うべきであろう。LEPTS では十分な技術的根拠があれば他の代替

基準を適用することを排除していないが、具体的にどの基準が適用可能であるのかは明確

にされていない。全ての技術基準は一定の根拠を有するであろうから、曖昧な規定は結局

LEPTS そのものの存在意義を否定することにもなりかねない。ラオスで事業者や請負者と

して電気事業に携わっているのは、中国やベトナムも含め、WTO 加盟国の企業であり、し

たがって、それらの企業が適用している技術基準についても国際基準と大きく異なるもの

ではないと考えられるが、これらの国の技術基準、国際基準、及び LEPTS との比較検討を

実施し、国際基準で規定されている項目については国際基準に統一していくべきであろう。 

(b) 周辺環境の変化 

• WTOへの加盟： WTO-TBT協定53

 

（貿易の技術的障害に関する協定）は加盟国に対し、

①貿易相手国によって差別的に国内規格を適用してはならない、②国内規格は、国家安

全保障上の必要性など正当な理由が無い限り、国際貿易上の不必要な障害をもたらす目

的で作られてはならない、③国内規格は、気候上の理由など正当な理由が無い限り、国

際規格を基礎として作成しなければならない、としており、各国の規制等で用いられる

強制規格や任意規格を国際規格に整合化していくことで、規格による不必要な国際貿易

上の障害を排除し、公正で円滑な国際貿易の実現を目的としている。 

                                                        
53 Agreement on Technical Barriers to Trade 
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• 将来の地域間系統連系： GMS 連系あるいは ASEAN 連系に先立ち、他の市場構造や

料金体系の整備とともに、技術基準についても議論され、最終的には統一される必要が

ある。 

(c) 電力設備の現状 

6 章で詳述したように、とりわけ配電設備については LEPTS の厳格な運用が困難なとこ

ろがあり、このようなラオス電力設備の実態にそぐわない条文については再考が必要であ

る。 

iii) 

LEPTS の制定後、STEP 2 及び ISPM において規制に関する活動について重点的に支援し

てきたが、上位目標である「電力事業および電力設備保安が改善される」（STEP 2）、「LEPTS
に適合した電力設備数が増加し、電力が安定的に供給される」（IPSM）を実現するためには、

規制側の強化だけでは不十分で、事業者・請負者、また、推進側政府機関の協力も不可欠

であり、規制を含めた電力設備の総合的な管理の最適化を図る必要がある。 

電力設備管理の最適化 

(a) 事業者・請負者への LEPTS の普及 

前節でも述べたように、健全な規制には事業者及び請負者の協力も必要である。電力法

は全ての電力設備に LEPTS への適合を求めており、規制機関の審査・検査を受ける・受け

ないに関わらず、全ての事業者は所有する電力設備が LEPTS に適合していることを自主検

査により確認しなければならない。しかしながら、IPSMにて実施した立入検査の結果では、

ほとんどの事業者・請負者は LEPTS の条文を認知していない。LETPS に定められた技術的

内容については国際基準と大きく変わるものではなく、したがって事業者及び請負者の技

術レベルをもってすれば容易に理解されるものと考えられるので、まず実施すべきことは

LEPTS 順守義務を彼らに認知させることである。こうした意味で、IPP との契約・協定に携

わる DEB 職員、及び EDL の調達部門の職員の果たすべき役割は重要で、規制部門の支援も

得ながら、LEPTS 順守の指導から始まり、それを契約書・調達図書に明記すること、また、

事業者・請負者が順守しているかどうかを確認することが求められる。 

(b) 契約・協定と組み合わせた管理の最適化54

品質の高い電力設備は事業者にとっても便益をもたらすものであることは既に述べたと

おりであるが、一方、性能保証のような契約上の義務を課すことも設備の品質を確保する

上で有効である。電力設備の規制がいわゆる下からのボトムアップアプローチである一方、

こうした契約上の義務はトップダウンアプローチということができ、こうした手法を包括

的に組み合わせて、電力設備に関する最適な管理方法について検討すべきである。 

 

(c) 審査・検査の合理化 

ラオス電力セクターでは表 9-4 に示すように 4 つの異なった種類の審査・検査が存在す

                                                        
54 JICA の別プロジェクト「電力セクターガバナンス機能向上に向けた技術支援プロジェクト」において詳細に検討中で

ある。 
 



 

 64 

る55

表 9-1

。①は官庁検査であり、これは正にIPSMプロジェクトにおいて促進してきたものであ

るが、政府（規制者）がプロジェクト事業者に対して実施するもので、その規制手続は運

用指針に定められたとおりであり、 のように要約される。②は前述のとおり、事業

者が実施する自主検査である。官庁検査及び自主検査はLEPTSに厳密に従って実施する必要

がある。 

一方、③は、事業者が請負者に対して実施する検査で、プロジェクトの設計・施工が発

注仕様書どおりに行われたかどうかを確認するもので、（規制の有無に関わらず）引渡（検

収）に先立って必ず実施される性質のものである。④はやや特殊で、MEM あるいは PDEM
が実施する配電設備プロジェクトが EDL へ引き渡される際のもので、EDL が自身の内部基

準に沿ったものであるかどうか、EDL 設備に接続してよいかどうか、を確認する検査であ

る。 

当然のことながら、審査・検査を指す場合には、このように、誰が誰を（あるいは何を）、

また、何に基づいて実施するものか、を明確に区別する必要がある。例えば、PDEM は電

力法によれば 15 MW 以下の発電設備の規制者であるとともに、政府予算による配電線延伸

プロジェクトの事業者でもあり、また、その配電設備が完工後 EDL に引き渡される際には

引渡側となるが、PDEM に対して「審査・検査は実施しているか」という質問をしたとこ

ろ、「（電力法で定められたとおり規制者として）実施する必要があるが、能力がないので

EDL に手伝ってもらっている」という回答が多くの PDEM から寄せられた。これは、これ

ら 4 つの審査・検査が区別できていないことを示す回答であり、この場合、PDEM はまず

事業者として請負仕様どおりにプロジェクトができたかどうかを確認し（③）、また、規制

者としてプロジェクトが LEPTS に準じているかどうかを確認する（①もしくは②）必要が

ある。また、設備の引渡の際には被検査側となる（④）。つまり、本来 PDEM は②、③の検

査を自ら実施する必要があるが、能力がないために、④で全て代用させてしまっていると

いうことである。逆に言えば、EDL については国有企業であり信用に値すると判断し、準

拠基準が同じもの、少なくとも技術基準として LEPTS を包含するものであれば、こうした

やり方は合理的でもある。この場合、規制機関の任務はこうした自主検査が適切に行われ

ているかどうかの監査である。 

表 9-4： 審査・検査の種類 

種類 準拠基準 検査者 被検査者 
① 官庁検査 LEPTS 規制官庁 

(DEM/PDEM) 
事業者 
(EDL, IPP, DEM, PDEM) 

② 自主検査 LEPTS 事業者 事業者（請負者） 
③ 検収検査 調達仕様書 事業者 請負者 
④ 引渡検査 EDL 内部基準 EDL PDEM 

IPP （将来） 
 
                                                        
55 検収検査の前に請負者が実施する自主検査など、これ以外の審査・検査も当然存在するが、ここでは PDEM や EDL
などラオス電力セクターの事業者が直接関わるものとして 4 つに整理した。 
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表 9-5： LEPTS と電力法の技術基準に関する条文対比 

LEPTS (Ministerial Decree No. 052/MIH), 

2004 
Electricity Law 2011 

Article 3  Conformity to the Technical 

Standards 
An owner intending to newly install, rehabilitate, 

and operate a power facility shall design, 

construct, operate, and maintain/administer such 

facility so as to conform to the requirements as 

prescribed in the Technical Standards. 

The Technical Standards provide for the 

fundamental requirements concerning the power 

facilities and such technical contents that should 

satisfy the fundamental requirements. The 

technical contents contained in Section 2-3 to 

Section 2-7 and Section 3-3 to Section 3-7 may 

not cover all the technical contents that should 

satisfy the fundamental requirements set forth in 

Section 2-2 and Section 3-2, and if proposed 

alternative should have sufficient technical basis 

to fulfill the fundamental requirements, such 

alternative shall be judged to conform to the 

fundamental requirements. 

The "owner" used in this Article shall mean any 

organization, the Government and provincial 

administrative organs, Electricite du Laos, 

enterprises or persons that are authorized to 

engage in the electricity business in accordance 

with Article 11 and Article 40 of the Electricity 

Law56

With respect to any power facility that is already 

being operated, power facility under construction 

and power facility of which design has been 

completed at the time of enforcement of the 

Technical Standards, the owner shall try to do his 

utmost so that such power facilities conform to 

the fundamental requirements within the limits of 

. 

Article 14  Construction and Installation of 

electricity 
Construction and installation of electricity shall ensure 

the safety, restriction and reduction of harmful effects 

to the nature and people’s property. 

Construction and installation of electricity shall be 

conducted in accordance with the Lao Electric Power 

Technical Standards. 

Article 21  Installation of Electrical Facilities 
Individuals, legal entities or organizations undertaking 

the construction, installation, expansion, repair and 

maintenance of the electrical facilities shall strictly 

comply with the Lao Electric Power Technical 

Standards. 

Article 22  Establishment and Compliance with 

Electricity Technical Standards  
The Ministry of Energy and Mines is responsible to 

establish the Electricity Technical Standards in order 

to standardize the electrical tools, equipment, 

transmission lines and electrical appliances; and to 

ensure the safety and economization and to form of 

unanimous standards throughout the country to be able 

to control the quality of all electrical appliances 

domestically produced and imported from abroad. 

Any new installation, expansion, repair, design, 

construction, operation and maintenance or 

management of electrical facilities shall be complied 

with the Lao Electric Power Technical Standards. 

Article 35  Safety of Operation and Maintenance 
Individuals, legal entities organizations that operated 

the electricity business shall ensure the safety in 

operation and maintenance of the power facilities of 

engineering of power plant construction, such as: dam, 

reservoir, spillway, power hours, transmission line, 

                                                        
56 Electricity Law 1997. 
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LEPTS (Ministerial Decree No. 052/MIH), 

2004 
Electricity Law 2011 

possibility. substation, distribution lines and electrical facilities, 

including the user’s site. 

To ensure the above mentioned safety, individuals, 

legal entities organizations that operated the electricity 

business shall establish the Safety Rules for Operation 

and Maintenance in accordance with the Lao Electric 

Power Technical Standards and then, submit them to 

the Energy and Mines sector57

Article 4  Nomination of Chief Engineers 

 for consideration. 

The owner shall nominate chief engineers 

responsible for the technical matters in the fields 

of design, construction and operation concerning 

the power facilities respectively, and submit a 

notice of such nomination to the Minister of 

Industry and Handicrafts. 

Article 25  Appointment of Chief Engineers 
Individuals, legal entities or organizations operating 

the electricity business shall nominate Chief Engineers 

to be responsible for the technical matter in the field of 

design, construction, installation and operation 

concerning the power facilities respectively and 

submit a notice of such nomination to the Energy and 

Mines sector. 

The Energy and Mines sector is responsible for the 

determination of conditions and standards of the Chief 

Engineers. 

Article 5  Examination and Inspection 
The owner shall, in conducting design, 

construction and operation of any power facility, 

undergo examination and inspection as prescribed 

in the following paragraph be conducted by the 

Minister of Industry and Handicrafts and pass 

such examination and inspection. 

The owner and the registered engineers 

nominated under Article 4 hereof shall cooperate 

with the Minister of Industry and Handicrafts in 

conducting the examination and inspection. 

Article 69  Technical Inspection Committee 
The technical inspection committee is comprised of 

the Energy and Mines sector and other concerned 

sectors and is appointed by the Minister of Energy and 

Mines in order to ensure that the construction, 

installation, and operations of an electricity business 

are technically sound, ensure safety, and protect the 

environment, society and nature. 

The technical inspection committee shall be 

automatically terminated after having completed its 

duties as assigned. 

Article 72  Forms of Inspection 
The inspection of electricity activities has three forms 

as follows: 

1. Regular inspection; 

2. Inspection with prior notification; 

                                                        
57 MEM, PDEM, DDEM according to its authority. 
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LEPTS (Ministerial Decree No. 052/MIH), 

2004 
Electricity Law 2011 

3. Emergency inspection. 

Regular inspection is an inspection carried out in 

regular manner in accordance with the fixed time. 

Inspection with prior notification is an inspection 

conducted out the plans when deemed necessary and 

with an advance notice to the targets to be inspected. 

Emergency inspection is an urgent inspection without 

any prior notification to the targets to be inspected. 

In the course of inspection of medicines and medical 

products, the inspection authorities shall be duly and 

strictly complied with the laws and regulations. 

 

Article 6  Order of Remedy for Conformance 

to Technical Standards 
Whenever the Minister of Industry and 

Handicrafts confirms that the power facility does 

not conform with the Technical Standards, he/she 

shall have the authority to order the owner to 

repair or rehabilitate the power facility so as to 

conform thereto, suspend the use of such power 

facility, or restrict the operation of such power 

facility. 

Article 23  Remedy for conformance to Technical 

Standards 
In the case that it is found that any electrical 

installation, expansion, repair, design, construction, 

electrical facilities has no quality, the Energy and 

Mines sector or assigned sector has the right to order 

the electricity business operators to remedy, repair or 

rehabilitate to be in conformity with the Lao Electric 

Power Technical Standards; or to order to suspend the 

use of such power facilities. 

Article 7  Obligation for Reporting 
The owner shall, in designing, constructing and 

operating the power facilities, report those matters 

as prescribed in the following paragraph to the 

Minister of Industry and Handicrafts. 

Article 43  Report 
Individuals, legal entities or organizations operating 

the electricity business shall regularly submit their 

report on the design, construction, operation and 

safety relating to electricity to the Energy and Mines 

sector and relevant local administrations. 

iv) 

(a) 人材開発の基本戦略 

電力セクターに対する人材能力強化の方策 

電力セクターにおける人材育成の現状および課題(6.5 節参照)を考慮すると、これらに対処する

方法は、以下のような戦略に基づいて実施されることが望ましい。 

・ ラオス国内の電力セクター既存の資源を充分活用する（例えばEDL-TCを実施場所として検討

する）、 

・ 多様な研修ターゲット(例えばPDEM, MEMならびにEDLの新人)のニーズに合致したものを
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開発する、 

・ 専門家によるLEPTSに関する様々な支援、 

・ 小水力ならびに配電分野の実践的な審査・検査能力の強化、  

・ 理論（技術ならびに手続き）と現場での実践（審査と検査）との組み合わせ 

MEM 自身がすでに少ない資源を消耗せずに、その人材育成ポリシーを着実に実行していくため

には、ラオス国内の電力セクター全体の既存の資源をうまく活用する必要がある。一つの現実的

なアプローチは、EDL-TCを電力セクター横断的な研修の実施機関として位置づけることである。

電力セクター全体の人材強化のためのターゲットグループは、新規に採用された MEM の職員と

PDEMの職員並びにもし可能であれば内部の設計審査・検査に携わるEDLの職員を想定している。

実施される研修コースは、これらターゲットグループのニーズに丁寧に対応したものを考慮すべ

きである。現在センターが実施している研修プログラムは実践的という観点からはかなり課題が

あり、重点が理論の習得に置かれている。LEPTS の内容は現場での研修が行われるのであれば高

い成果を上げることが期待できるにも関わらず、殆どの研修プログラムは教室での講義が行われ

ている。また、現行の入門研修以上の進んだ内容の研修はセンターならびに MEM 本部において

も実施されていない。現在の研修プログラムは電力設備に焦点をあてたもので、仕事の手順や業

務管理を中心につくられたものではない。また、EDL-TC の研修プログラムには、水力施設の運

用と管理があるのみで、水力土木分野の研修も存在していない。また、小水力開発は国をあげて

その振興が図られているにも関わらず、これら開発を促進するのに重要な役割を果たすターゲッ

トグループに対する研修も何ら実施されていない。また、配電に関する業務遂行能力は、PDEM

の中核的な能力の一つであるにも関わらず、現行の研修プログラムはこれらに関する審査・検査

は行われていない。 

(b) 能力開発に関する基本的なデザインおよびその活動 

1 ターゲットグループの選択 

上記の先着にもとづいて、以下のようなトレーニングデザインを提案する。 

本訓練計画のターゲットグループは、(i) PDEM、(ii) 職務経験の少ない MEM の職員、ならびに 

(iii) EDL の技術者の 3 種類の受講者を想定している。専門家の分析によると、( 6.3(5)項参照) PDEM

の職員は審査・検査能力の強化が必要である。PDEM は今後ともラオスの地方レベルでの電力開

発の推進と規制の両方に不可欠な役割を果たしていくと考えられる。このような PDEM の業務の

必要性から、特に配電分野における審査・検査能力は非常に重要である。加えて、近年の地方へ

の権限移譲の取り組みが行われている小水力発電施設の開発に必要な基本的な計画と設計能力の

強化が求められている。 

比較的経験年数の少ない MEM 職員も、対象者の一つである。MEM は最近になって多くの職員

を採用し始めており DEM だけを取っても約 10 名の若い職員を新規に採用し、3 つのディビジョ

ンに配属した。これら若手職員に対して適切な教育・訓練の機会を与えることは、それぞれの配

属先の責任となっている。これらの教育・訓練を日常の業務を通じた OJT のみで行うことは、そ

れぞれの部署にとっては、重責となっている。可能であれば、より組織的なやり方で人材育成が

行われることが望ましい。  
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EDL の職員は、別途提案されているロードマップの目指す方向と合わせるため審査・検査能力

の強化を図ることが望まれている。すでに述べたように、EDL の審査・検査能力の向上は、特に

品質管理の上からも有益であると考えられる。  

表 9-6 は、これら対象者と対応する研修コースの提案である。 この研修コースは必修コースと

選択コースの 2 つの種類に分けることができる。必修コースは基本的（あるいは共通的）な科目

で、どのような業種でも必ず習得しなければならないものを取り上げた。選択コースは、職種や

機能に基づいて誂えたものである。また、一部の必修コースは選択コースの受講条件ともなる。  

専門家の業務分析によると、LEPTS に基づく配電分野の審査・検査は優先度が高い科目で、

PDEM の選択コースの一つとなる。また、水力土木の審査・検査は、PDEM にとってもう一つの

重要分野である。水力土木分野は長期派遣専門家が別途提案している小水力開発に関する長期研

修プログラムと統合・調整されることが望ましい。また、比較的経験の浅い MEM の職員を対象

とする選択コースには、F/S（上級）が含まれる。ここでも、必修コースの受講を受講資格とする

のが望ましい。最後の EDL の社員への研修コースは、上記と若干異なる組み合わせで実施するの

が望ましい。彼らの受講すべき研修コースは LEPTS の手続きと、それに基づく審査・検査を中心

として、既存の研修プログラムを修正ならびにアップデートすることが必要である。 

一般に、受講者の組み合わせは、それらが対処しようとしている問題に関係している組織内の

役割や機能を考慮して行われる必要がある。多くの場合、受講者はいくつかの部署からやってく

ることが多い。近しい課題がある限り、ばらばらな組織や組織の職制を横断して組み合わせたほ

うが、豊かな考え方や、新しい発見などによって研修の環境をよりよいものにすることができる。 

表 9-6: ターゲットグループと研修科目の例 

ターゲ
ットグ
ループ 

習得目標 
研修科目例 

必修科目 選択科目 
PDEM PDEM が実施する配電プロジェク

トにおける審査・検査の向上  
公務員の倫理、法令（電
力法、LEPTS（手順）等）、
契約管理、交渉法、F/S、
予算管理 

LEPTS に基づく審査・
検査（配電） 
(LEPTS に 基 づ く 審
査・検査（水力土木） 

MEM 電力セクターにおける開発案件に
かかる法令に関する知識の習得  

F/S (中級以上) 

EDL 県レベルで実施される配電プロジ
ェクトの品質向上  

法令（電力法、LEPTS（手
順）等）、電力施設の運
用・管理 

審査・検査（水力土木、
水力発電設備、変電、
送電及び配電） 

2 EDL-TC の活用（研修の実施） 

本研修は以下の理由で EDL-TC で実施されるのが望ましい：  

EDL-TC は、EDL の人事部の傘下にある人材育成に関する専門部署であり、その使命は EDL

グループ企業の技術および管理業務に関する研修を実施している。近年は、その対象範囲を IPP

の職員（あるいはラオスの電力セクターの技術者）にも広げつつある。現在の LEPTS の主たる対

象者は EDL や IPP の職員向けの研修であるが、彼らは PDEM や MEM の職員に対する研修を実施

するだけの能力を持っている。同センターは電力セクター全体の職員の訓練を計画、指導、運営
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するのに必要な充分な能力を具備している。EDL-TC は、もし具体的な訓練内容がどこからか提

供されるのであれば、新たなターゲットグループにも指導をする能力を持っている。 

3 研修内容 

現行の LEPTS 研修は、IPSM のアウトプットも生かしながら、全面的に改訂する必要がある。

EDL-TC で開催されている現行の LEPTS 研修は、電力施設の設計と法規制を教えることに重点が

置かれている。現状の LEPTS 研修には以下のような修正を検討すべきである。 

第一に現状の LEPTS 研修では電力法は取り上げられていない。これは、同法が LEPTS 研修開

始後に制定・公布されたものであることが理由である。同法を教えるための研修モジュールを作

りこれを LEPTS 研修において指導することが必要である。次に、LEPTS に関する手続きの明確化

が同研修にも反映されるべきである。IPSM の活動を通じて、LEPTS の手続きの明確化が図られ

た。15MW 以下の小水力開発の開発手続きを研修モジュールに追加する必要がある。第三に、手

引き書とケースブックの使用方法についても新しい LEPTS 研修に加えられるべきである。これら

も IPSM の活動成果である。実践的な手引書は、LEPTS の要求事項と諸規定を図示したものであ

る。また、ケースブックは電力施設の建設事例を示したものである。いずれも技術基準の要求事

項の理解を促進することができる。第四に、研修プログラムにはより実践的な技術図書の審査の

内容が加えられるべきである。本プロジェクトによって作成された実践的な手引書の内容は実際

の審査の能力強化のための研修として実施されることが望まれる。最後の第五の項目は、手引書

の使用を現場で実習するために、現場見学（訪問）が必要である。  

EDL 職員を対象とした研修も上記の考え方に基づいて、現行の研修プログラムを改善すること

が求められる。現行研修プログラムとの差異は、EDL の立ち位置である。今後は、EDL の社員が

同社プロジェクトの社内審査・検査により大きな責任を負うこととなると思われる。 そのような

現状との立場の違いのため、PDEM や MEM を対象とした研修と異なる内容にする必要がある。  

加えて、表 9-6 に示すような、新たな研修コースの実施も求められる。PDEM の業務の分析に

よると、「公務員倫理」、「契約管理」、「交渉法」、「事業実施可能性調査と予算」などの科目は、PDEM

や MEM の職員の能力の基礎となる重要な科目である。これらの科目は、現在存在していないこ

とから、まったく最初から開発することが必要と思われる。 

それぞれの科目は、(i) 初級（入門）コースと(ii) 中級コースの 2 つのコースを設定することが

必要と思われる。初級コースは、次の段階の中級コースの受講要件となる。初級コースは、入門

レベルの職員を対象として計画・実施される。典型的な入門レベルの職員は、概ね 5 年程度以下

の経験しかない職員を対象としている。彼らは上長の指示のもと、ごく決まりきった日常の業務

に従事しており、与えられた業務を正確な手続き・手順で行うことが求められている。そしてそ

の評価は、各人の業務の成果を評価される。一方、中級コースは、少なくとも前述の入門レベル

のコースの最終試験を合格すること58

                                                        
58 受講していなくても、受講条件となっている初級コースの内容を理解し、同コースの卒業試験に合格できる程度のスキル、

知識があることが必要である。 

が受講条件である。同コースを受講する水準の職員は、そ

れぞれの業務を行うに当って、自ら行う手順や手続きがなぜそうなっているのかの理由を理解す
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ることができている。また、彼らは日常の業務をその上長からの指示を受けることなく、正確に

自らの判断で行うことができる。これらのコースの実施期間はコースの内容やそのデザインによ

って様々である。 

(c) MEM が取るべき措置 

提案した研修を実施するために、以下に MEM がとるべき方策を示した。 

まず、MEM の人事部において PDEM と MEM の若手職員向けの研修を EDL-TC に委託するこ

との必要性について合意を得ることが必要と思われる。続いて、EDL の人事部との間で、費用負

担を含む、実施のための様々な枠組みについて公式な要請と合意が必要である。MEM と EDL の

上級幹部の指導力により、MEM は、新たな LEPTS 研修に関わる横断的な事項について調整する

ための運営委員会を設立する必要がある。 

(d) 外部コンサルタントによる支援の必要性 

MEM が上記の研修プログラムを速やかに実施するためには、各国の援助機関に対して外部コン

サルタントを雇用することについて支援を要請する必要がある。右コンサルタントの行うべき業

務は以下の通りである。 

• EDL-TCにおける研修プログラムのより詳細なレビュー、 

• 上記に基づき、詳細なカリキュラム開発と研修トピックスの確定（これに関するMEMと

EDL-TC との間の研修トピックス確定のための合意形成）、 

• 教案および研修計画作成のためのEDL-TCへの支援、  

• 必要に応じた研修機材の調達、  

• 教材準備のためのEDL-TCへの支援、 

• 教員(例えばEDL-TC、 MEM、 EDLの管理職で教員となる者)への教授法（TOT）の伝授、 

• MEMの管理職へのLEPTSに関する追加的なOJT59

                                                        
59 外部コンサルタントは、DEM が LEPTS に基づく規制を今後とも有効的に実施するために、DEM が必要とする技術的な支援

を行う。IPSM プロジェクトの実施にともない、DEM は LEPTS に基づく審査・検査を実施することが可能となった。しかしな

がら、外部コンサルタントは必要に応じて、DEM に対してより高度な技術的な助言を行うことが望ましい。  

の実施。 
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10. 携行機材リスト 

セミナーやトレーニングにおいて教材の作成や発表ができるように、パソコン、プリンター、

スキャナ、コピー機、プロジェクタといった事務用機材が調達され、DEM（DOE）に配備され

た。また、特にパイロット県以外の PDEM が LEPTS を理解するための教材として、セミナー

の講義風景を DVD に記録できるよう、DVD ビデオカメラが配備された。また、現場検査時に、

設備の距離や位置を把握ために必要な測定機器として、GPS、レーザー測距儀が配備された。

これらの機材は、C/P の事務所内に保管された。以下に、配備された携行機材のリストを示す。 

表 10-1: 携行機材リスト 

番

号 
品目 

製品/  

製造者 
数量 購入年月日 調達国 

1 Printer MP648 / Canon 1 October 27, 2010 Laos 
2 Scanner ScanSnap S1500 / Fujitsu 1 January 31, 2011 Japan 
3 Laptop PC Satellite M645 / Toshiba 2 May 27, 2011 Laos 
4 Projector VPL-EX100 / Sony 1 May 27, 2011 Laos 
5 Desktop PC Pavilion P7-1060L / HP 1 October 10, 2011 Laos 
6 Printer Pixma ip100 / Canon 1 October 10, 2011 Laos 
7 Portable GPS receiver eTrex30 / Garmin 1 March 30, 2012 Japan 
8 Laser Range Finder L550AS / Nikon 1 March 30, 2012 Japan 
9 Video Camera iVIS HF R21 / Canon 1 March 30, 2012 Japan 
10 Photocopier iR2530 / Canon 1 May 31, 2012 Laos 
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11. 現地業務費実績 

レンタカー代や燃料代、コピー用紙といった現地で必要な費用が、プロジェクトのために

JICA から提供された。以下に、現地で発生した費用の内訳を示す。 

表 11-1: 現地業務費 

(日本円)  

項目 
第一年次 

(2010 年 10 月 –  
2011 年 12 月) 

第二年次 
(2012 年 1 月 –  

2013 年 3 月) 
合計 

通役・翻訳費 61,620 21,083 82,703 
修理メンテナンス費 0 0 0 
資機材購入費 420,455 408,550 829,005 
消耗品費 234,525 438,668 673,193 
旅費 0 77,300 77,300 
通信費 0 0 0 
印刷・製本代 163,988 105,206 269,194 
レンタル代 2,044,669 1,805,949 3,850,618 
研修費 213,662 229,895 443,557 
会議費 125,166 337,420 462,586 
その他 0 0 0 

合計 3,264,085 3,424,071 6,688,156 
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12. プロジェクト実施運営上の工夫・教訓 

12.1. 本プロジェクトにおける審査・検査の進め方について 

技術基準に基づく審査・検査は、工事着工前までに電気工作物の設計が技術基準に適合してい

ることを確認し（書類審査）、その設計諸元に基づき工事が実施されていることを検査（現場検査）

する手順で行われなければならない。規制当局の業務は以下の通り大きく 2 つに分けられ、これ

らが揃って初めて満点の審査・検査が行われたことになる。 

(1)  LEPTS 3 条から 7 条およびガイドラインに則った行政手続き部分 

(2)  上記以外の LEPTS の条文に基づく技術的な確認の部分 

2010 年 10 月の本プロジェクトの開始までに、C/Pは幾つかの審査・検査を行ったということで

あったが、事業者から受領した申請書類等に基づき審査検査を実施し、結果を終了証や合格証と

いった書面で事業者に回答するという、正規の行政手続きを踏んだ例は無かった。一部FSの審査

結果について「中間合格」や「合格」レターを出していたが、FSの目的は事業実施可能性を確認

するためのものであり、LEPTSに規定する設計図書の類ではなく、MOUに添付されたFSの目次に

従ったチェックに加え、技術的な確認事項は設計洪水流量やダムの基本形状程度であり、電気設

備についてはLEPTSに基づいて確認する項目は皆無に等しかった60

このような背景のもと本プロジェクトが開始されたが、C/P は来るべき（既に見逃したものも

含め）設計図書（BD）の審査や検査に対して、具体的な対処方針や方法が見いだせていない状況

にあった。本プロジェクトの目的である「規制能力強化」のために必要な能力や活動について、

CP の多数は個人の技術的能力を向上させ語学力も磨き、外国の事業者との議論で優位に立ち、そ

れで強固な規制体制構築を築くことができる（上記(2)を優先）と理解していた。一方で事業者へ

の LEPTS 普及（情報提供や申請書類の受領、期限内の審査検査）について必要性は認めていたも

のの優先順位は高くなかった。レビューレポートの作成に先立ち行ったブレーンストーミングで

も前者は 1,2 位、後者は 3 位という優先順位であった。 

。 

当時の電力総局長とも今後の体制作りについて議論を重ねたが、行政官として法に基づく審査

検査手続き（上記(1)）を完全に行うことが優先で、専門的な技術審査はアウトソーシングでも良

いという意見を持っていた。全 C/P が賛同してくれたとは理解していないものの、このような経

緯もあり、専門家はまず現場で簡単にできる検査の方法（手引書や事例集）を整備するとともに

OJT を通じて準備を進めた。その後、協力的な事業者との共同作業に近い形で湛水前検査申請書

類（Form や図面類）をカバレター付きで公式に受領し、現場で検査を実施して MM の取交しと

終了証の発行という、正式な行政手続きによる検査が行われた。C/P にとっては小さな成功例と

して、この手続きによる検査が引き続き行われた。このように、本プロジェクトの前半（第一年

次）では検査の体制作りを中心に活動が行われた。 
                                                        
60 2012 年の MEM 内組織改定により、F/S の審査は正式に DEPP（開発側）の所轄となり DEM（規制側）とは切り離されたが、

ガイドラインも修正する必要がある。 
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第二年次を迎えるにあたり、まだ手がつけられていなかった書類審査への支援について要望が

あり、提出された書類のフォームや設計書類の記載事項の確認という、行政官としての形式的な

審査に加え、個人に技術的な習得目標を持たせ、上記(2)つまり LEPTS の技術的条文への理解も進

めようとしたが、後者については時間が十分に取れなかったこともあり、あまり進めることがで

きなかった。 

このように 2 年半の活動を終了するにあたり、C/P は行政官としての役割に一定の理解を持ち、

審査・検査実績を積み重ねつつ新入職員の指導にもあたっているが、解決できなかった点（反省

点）も以下のように幾つか挙げられる。 

1. 厳格な検査管理体制 

C/Pは幾つかの審査検査を経験してきたが、要員不足や事業者の理解不足もあり、未だ全ての事

業者に対して審査検査を実施する体制にはなっていない61

2. 審査検査のアンバランス 

。事前書類の提出も事業者が厳格に守

らないこともあり、現地で書類を受け取って検査をすることもあり、事業者にLEPTSが広く認知

されるレベルにはまだ到達していない。 

本プロジェクトでは、まず検査の行政手続を優先して進めてきたため、結果として設計図書

（BD）の技術項目の審査が不十分なまま、現地で検査を行わざるを得なかった。顕著な例は岩盤

検査で、事業者の基礎岩盤評価が、成因、強度や透水性などの物理特性、弱層部の処置などの観

点から適正であるかを事前に設計図書で双方が確認し、現地ではその一部の見える範囲で岩盤を

直接確認するべきものであるが、事業者からの事前書類の提出が無かったこともあり、冒頭述べ

た理想的な（満点の）審査検査というわけにはいかなかった。 

3. C/P 機関内におけるプロジェクトの進め方への認識 

本プロジェクトにおいては、基本的に C/P との合意のもと、審査検査について行政手続きを中

心として進めてきた。一方で C/P 機関は LEPTS に基づく適正な技術を広く普及するという任務も

担っており、その立場からはより深い技術的なインプットが足りなかったことについて、満足さ

れていない点があると認識している。 

 

                                                        
61 向こう何カ月かの予定表をオフィスの壁に貼って、以前よりは計画的に検査を進めている。 
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13. プロジェクト成果一覧 

(1) 報告書 

プロジェクト年次 報 告 書 名 提出時期 

第一年次 
（2010 年 10 月～ 

2011 年 12 月） 

Activity Plan ワークプラン（第一年次） 2010 年 11 月 
Project Progress Report (No. 1) 事業進捗報告書第 1 号 2011 年 3 月 
Project Progress Report (No. 2) 事業進捗報告書第 2 号 2011 年 9 月 
Project Progress Report (No. 3) 事業進捗報告書第 3 号 2011 年 12 月 

第二年次 
（2012 年 1 月～ 

2013 年 3 月） 

Activity Plan (second phase) ワークプラン（第二年次） 2012 年 3 月 
Project Progress Report (No. 4) 事業進捗報告書第 4 号 2012 年 3 月 
Project Progress Report (No. 5) 事業進捗報告書第 5 号 2012 年 7 月 
Project Progress Report (No. 6) 事業進捗報告書第 6 号 2012 年 12 月 
Project Completion Report 事業完了報告書 2013 年 3 月 

(2) 技術協力成果品 

番号 成果品名 提出時期 
1 Review Report (first draft) レビューレポート（ドラフト） 2010 年 12 月 
2 Review Report (Final) レビューレポート（最終） 2011 年 3 月 
3 Instructions (first draft) 手引書（ドラフト） 2011 年 3 月 
4 Casebooks (first draft) 事例集（ドラフト） 2011 年 3 月 
5 Instructions 手引書 2011 年 7 月 
6 Casebooks 事例集 2011 年 7 月 

7 
Checklist for examination and inspection with revised Instructions and 
Casebooks 修正版手引書・事例集および審査検査チェックリスト 

2012 年 7 月 

8 
Manual on Provincial Seminar for Promoting LEPTS  
LEPTS 理解促進地方セミナーマニュアル 

2013 年 2 月 

9 
10 Tips for More Effective PowerPoint Presentation (incl. DVD) 
より効果的なプレゼンテーションの 10 個のコツ（DVD 含む） 

2013 年 2 月 

10 
Guidance to Roadmap for Power Sector Regulation (Draft) 
電力セクター規制へのロードマップ案 

2013 年 3 月 
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DEMの組織図 
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